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開会 午前 ９時３０分 

 

○委員長（滑川公英） おはようございます。 

  大変お忙しい中、ご苦労さまでございます。１年間よろしくお願いいたします。 

  ここで、委員会を開会する前に当たり、あらかじめご了承願います。 

  議会だより取材のため、この後、職員が委員会室内の写真撮影を行いますので、ご了承願

います。 

  ただいまの出席委員は７名、委員会は成立いたしました。 

  それでは、建設経済常任委員会を開会いたします。 

  本日、林議長にご出席をいただいておりますので、ごあいさつをお願いいたします。よろ

しくお願いいたします。 

○議長（林 一哉） おはようございます。 

  建設経済常任委員会の委員の皆さん、大変ご苦労さまでございます。 

  本日は、去る３月４日に本会議におきまして当委員会に議案を付託いたしました13議案と、

それと陳情２件について審査をしていただくわけでございますけれども、どうか十二分に審

議をしていただきまして、ひとつご理解を賜りますように私からもお願いをいたしまして、

簡単ではございますけれども、あいさつとさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） どうもありがとうございました。 

  議案等説明のため、副市長、担当課長及び職員の出席を求めました。 

  それでは、執行部を代表して、増田副市長よりごあいさつをお願いいたします。 

○副市長（増田雅男） おはようございます。 

  本日は、建設経済常任委員会の開催、ご苦労さまでございます。また、委員の皆様、また

林議長さんには大変ご苦労さまでございます。 

  本日、委員会に審査をお願いいたします案件は、議案第１号、平成22年度の一般会計予算

の所管事項、議案第６号、22年度下水道事業特別会計予算、議案第７号、22年度農業集落排

水事業特別会計予算、議案第８号、22年度水道事業会計予算、議案第10号、22年度の国民宿

舎事業会計予算、議案第11号、21年度の一般会計補正予算の所管事項、議案第14号、21年度

の下水道事業特別会計補正予算、議案第15号、21年度の水道事業会計補正予算、議案第26号、

旭市立公園条例の一部改正、議案第28号、国民宿舎事業の設置及び管理に関する条例の一部
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改正、議案第32号、土地開発公社定款の変更、議案第35号、あさひパークゴルフ場の指定管

理者の指定、議案第36号、市道路線の認定、廃止及び変更の13議案でございます。また、こ

の後、現地視察を予定されているとのことでございます。 

  執行部といたしましては、委員の皆様からのご質問に対しましては簡潔に答弁するよう努

めてまいります。何とぞ全議案可決くださいますよう、よろしく審査をお願い申し上げまし

て、ごあいさつとさせていただきます。ご苦労さまでございます。 

○委員長（滑川公英） どうもありがとうございました。 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

議案の説明、質疑 

○委員長（滑川公英） ただいまから本委員会に付託されました議案の審査を行います。 

  去る３月４日の本会議におきまして、本委員会に付託された議案は、議案第１号、平成22

年度旭市一般会計予算の議決についてのうち本委員会所管事項について、議案第６号、平成

22年度旭市下水道事業特別会計予算の議決について、議案第７号、平成22年度旭市農業集落

排水事業特別会計予算の議決について、議案第８号、平成22年度旭市水道事業会計予算の議

決について、議案第10号、平成22年度旭市国民宿舎事業会計予算の議決について、議案第11

号、平成21年度旭市一般会計補正予算の議決についてのうち本委員会所管事項について、議

案第14号、平成21年度旭市下水道事業特別会計補正予算の議決について、議案第15号、平成

21年度旭市水道事業会計補正予算の議決について、議案第26号、旭市立公園条例の一部を改

正する条例の制定について、議案第28号、旭市国民宿舎事業の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定について、議案第32号、旭市土地開発公社定款の変更について、

議案第35号、指定管理者の指定について、議案第36号、市道路線の認定、廃止及び変更につ

いての13議案であります。 

  ここでおはかりいたします。ただいまから本委員会に付託されました議案の審査に入るわ

けではございますが、初めに付託議案に関係します現地視察を行い、その後に議案の審査を

したいと思います。 

  これに異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） ご異議ないようでございますので、そのようにしたいと思います。 

－4－ 



  それでは、付託議案に関係します現地視察のため午後１時まで休息いたします。どうもご

苦労さまでした。 

 

休憩 午前 ９時３５分 

 

再開 午後 １時 ０分 

 

○委員長（滑川公英） では、休憩前に引き続き会議を開きます。 

  なお、飯嶋正利議員より本委員会を傍聴したい旨の申し出があり、これを許可いたします

ので、ご了解をお願いいたします。 

  また、報道関係者及び市民より傍聴したい旨の申し出があり、これを許可いたしましたの

で、併せてご了解をお願いいたします。 

  しばらく休息いたします。委員の皆さんはそのまま自席でお待ちください。 

 

休憩 午後 １時 １分 

（傍聴者入室） 

再開 午後 １時 １分 

 

○委員長（滑川公英） では、休憩前に引き続き会議を開きます。 

  それでは、議案の審査に入ります。 

  初めに、議案第１号中の所管事項について、担当課より補足して説明がありましたらお願

いいたします。 

  商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） それでは、商工観光課所管の平成22年度の予算の補足説明を申

し上げます。 

  初めに、歳入について主な内容を説明いたします。29ページをお開きください。 

  29ページ、14款４目労働費県補助金、説明欄１、緊急雇用創出臨時特例基金事業費補助金

でございます。これにつきましては、厳しい雇用情勢の中、市の各課７課にまたがりまして

10事業に対して48人の雇用を見込み、6,937万3,000円を予定いたしました。この事業は21年

から23年までの継続事業で、３年間の総額は、12事業、9,618万6,000円、75人の雇用となり
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ます。補助率は10分の10でございます。 

  次の説明欄の２、ふるさと雇用再生特別基金事業費補助金1,371万7,000円は新規でござい

まして、アンテナショップ運営費用に充てるもので、上記の緊急雇用の事業と同様に23年ま

での継続事業で、補助率は10分の10です。 

  次に、歳出について説明をいたします。140ページをお開きください。 

  ５款労働費でございます。22年度総額につきましては3,392万1,000円、前年度に対しまし

て116万9,000円、3.6％の増でございます。 

  141ページをお願いいたします。 

  説明欄３、働く婦人の家活動費につきましては、各講座で34講座、286回、734人を予定し

ているところでございます。 

  次に、７款商工費になります。166ページをお開き願います。 

  ７款商工費でございます。総額は、22年度は３億7,773万4,000円、前年に対しまして

2.8％、1,018万6,000円の増というふうになります。増の主な内容につきましては、商工振

興費で、先ほど歳入で申し上げましたけれども、ふるさと雇用再生ふるさと産品ショップ運

営事業の実施によるものでございます。 

  主な内容を申し上げます。 

  166ページ、説明欄３、消費者保護対策事業で、消費者相談の現状に合わせまして、相談

窓口を現在の週２回から週４回に拡大し、相談体制の充実・強化を図るものでございます。 

  次に、168ページをお願いします。 

  説明欄２、中小企業金融対策事業の貸付金、中小企業金融対策資金預託金１億円でござい

ます。これは、市の中小企業資金融資制度に基づきまして中小企業者が市内の金融機関から

融資を受けるに当たり、あらかじめ市が市内の６金融機関に預託を行うもので、１億円を預

託しまして10倍の10億円までの融資が可能となるものです。世界的な金融危機による中小企

業者の資金繰りの悪化により、経営基盤の強化を図る業者が増えてきていることから、経済

対策の一環として、昨年から市においても預託金を2,000万円増額しまして１億円としたも

のでございます。また、こういった危機的状況ということで、融資利率につきましても金融

機関と協議をいたしまして、0.2％落ちで融資ができることになったものでございます。こ

の背景といたしましては、国のセーフティネット資金借り入れのための市の認定状況も大幅

に増えております。これは本会議でも申し上げました。改めて申し上げますと、19年が36件

だった認定件数につきましては、20年度は231件、21年度は350件という部分で推移している
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ところでございます。 

  次の説明欄３、ただいま説明した内容でありますので、制度資金の利子補給事業の旭市中

小企業融資資金利子補給補助金につきましても、市の制度資金の融資枠の拡大に併せまして、

貸付金に対する利子補給補助金も増額をいたしました。利子補給率は年2.5％でございます。 

  次の説明欄４、商業活性化推進事業の主なものにつきましては、旭市商店街振興事業補助

金で1,308万円、これは、商店街の活性化を図るための期限付きプレミアム商品券の発行費

用1,000万円が主なものでございます。 

  次の説明欄５、中心市街地活性化対策事業につきましては、中心市街地の空き店舗の活用

でありまして、まちかどギャラリー銀座の管理運営の費用と、その下段、19節、旭市空き店

舗活用事業補助金で10万円は、中心市街地活性化委員会が実施するチャレンジショップ等空

き店舗対策への運営補助金でございます。 

  170ページになります。 

  説明欄７、ふるさと雇用再生ふるさと産品ショップ運営事業、これも本会議で申し上げま

したけれども、新規事業ということで、改めて申し上げたいと思います。予算額は1,371万

7,000円、これにつきましては、雇用の創出と市街地の活性化を図るため、空き店舗を活用

し、市の特産品のよさを広く市内に情報発信していくアンテナショップを開設するものでご

ざいます。事業期間は22年、23年の２年間、運営団体につきましては商業団体に委託をし、

雇用する人数は店長を含め３人、出店場所は中心市街地の空き店舗を予定し、特産品として

の取り扱い商品につきましては、商業団体、農業団体などの関係機関と運営会議を持って決

めていきたいというふうに思っております。 

  次の説明欄８、企業誘致促進事業、19節負担金補助及び交付金1,100万円、これは、鎌数

工業団地、新田地区、新産業パークでございますけれども、そこへの企業誘致の事務費用と

企業誘致奨励助成金であります。 

  次に、３目観光費につきましては特に変わったところはありませんが、172ページ、お願

いします。観光施設管理費で15節工事請負費の解体工事につきましては、飯岡バイパスに設

置してありますイルカのモニュメントが老朽化したため、撤去するものでございます。 

  次の説明欄３、観光イベント事業は、13節委託料で新規のものは、一番下段のイベント開

催業務委託料で、袋公園桜まつりに係るものでございます。 

  説明欄４、観光施設整備事業112万9,000円につきましては、観光案内板の作成委託料で、

飯岡駅前広場に１基設置するものです。 
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  最後に、175ページになります。 

  説明欄７、長熊釣堀センター管理費につきましては、施設がリニューアルいたしまして１

年たったということで、さらに釣果を増やし大勢の釣り人に来ていただくため、176ページ

になりますけれども、この消耗品でございます。消耗品にヘラブナの購入料８トンを予定す

るものでございます。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） ６款農林水産業費の主な事業について説明をさせていただきます。

少し長くなるかもしれません。よろしくお願いいたします。 

  予算書の146ページをお開きください。 

  説明欄３、農村公園維持管理費は、市内に造成されている農村公園等の維持管理に係る経

費でありまして、下のページ、13節委託料のアメニティ公園維持管理委託料は、琴田地先の

アグリポケットパーク及び仁玉地先のアメニティ公園の維持管理を業者に委託するため、そ

れから、農村公園維持管理委託料は、東足洗、西足洗、鏑木、松沢及び清滝ため池の農村公

園の維持管理を地元区等に委託するための経費であります。 

  また、15節工事請負費の公園改修工事は、東足洗農村公園において、老朽化の著しいベン

チを計画的に改修していくもので、新年度22年度はベンチ３基を予定しております。 

  次に、148ページをお開きください。 

  説明欄２、農業後継者育成事業の下のページ、19節負担金補助及び交付金の就農者研修支

援事業補助金は、市内で就農のための農業研修を行う者と、市外からの農業研修を受け入れ

る本市農業者に研修生１人当たり月２万円を補助するもので、22年度は８人の研修生を見込

んでおります。 

  次の149ページをご覧ください。 

  説明欄５の水田農業構造改革推進事業の19節負担金補助及び交付金の水田農業構造改革推

進事業補助金のうち、本市で力を入れております飼料用米に対する補助は、国の米戸別所得

補償モデル事業の実施により飼料米の生産が増えると考え、21年度当初の40ヘクタールに対

し70ヘクタールを見込みました。 

  続いて、150ページをお開きください。 

  説明欄８のこだわり旭ブランド創出支援事業は、新規事業でありまして、農水産物の付加

価値をつけての販売促進活動や新たな商品開発などに支援するもので、事業費の２分の１、

－8－ 



50万円を限度に５年間補助しようというものであります。初年度は５団体の申請を見込んで

おります。 

  説明欄10、「園芸王国ちば」強化支援事業補助金は、生産力の向上や省力化等を図るため、

認定農業者等が行う生産施設の整備及び管理機械等の導入に支援するもので、22年度は、ハ

ウスが19件、約３万1,000平方メートル、事業費３億8,708万円、共同利用機械が１件で事業

費114万6,000円を予定いたしました。補助率は、ハウスが４分の１以内、共同利用機械が３

分の１以内であります。 

  下のページ、説明欄11の農業活性化推進事業の19節の真ん中辺り、ベンチャー農業支援事

業補助金は、新しい栽培技術の開発や新品種の導入など意欲のある取り組みを行う農業者を

支援するもので、事業費の２分の１、15万円を限度に補助するものであります。22年度は６

件を予定しました。 

  152ページをお開きください。 

  農業経営基盤強化促進事業の下のページ、19節負担金補助及び交付金の農業経営基盤強化

促進事業補助金は、国の食料・農業・農村基本計画に沿って担い手の育成支援を行う担い手

育成総合支援協議会を平成19年度に設置し、国からの直接補助を受け、さまざまなソフト事

業を展開してまいりましたが、平成22年度は国からの補助がないこととなったため、市から

補助し、事業の継続を図るものであります。ソフト事業の内容は、農業者の各種研修会や講

演会、トップセールスや見本市商談会などのＰＲ活動の実施であります。 

  同じページ、説明欄14の都市農村交流事業の都市農村交流ステーション改修工事は、海上

地区岩井にあります都市農村交流ステーションの正面入り口について、大雨時に雨水が建物

内に流入しやすい構造となっていたため、風よけ室を設け、雨水の流入を防ぐための工事を

実施するものであります。 

  その下の説明欄15、農水産物直売施設整備事業は新規事業でありまして、市長の施政方針

にもありましたとおり、農水産物の販売促進、商工業と連携した地産地消を図るための直売

施設等の整備に向け検討を進めるための経費を計上したもので、平成22年度は整備検討委員

会を立ち上げ、視察等を行いながら検討してまいります。なお、委員につきましては、農業

及び農産物加工、水産及び水産加工、直売、商工業者、農協、市役所関係課などから委嘱し

たいと考えております。 

  155ページをお願いします。 

  説明欄１の畜産振興事務費の24節、株式会社千葉県食肉公社出資金は、食肉公社から今後、
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千葉県食肉流通合理化計画に沿って各種整備事業を実施することとなるため、これに備え資

本を増強したい旨の申し出と依頼があったものに応えるもので、今回の増資予定1,000株、

5,000万円のうち600株、3,000万円を購入、出資するものであります。今回の増資により市

の持ち株は、3,600株、26.6％となる見込みであります。 

  次の156ページをお開きください。 

  畜産振興費の説明欄３、地域バイオマス利活用推進事業の家畜排せつ物利活用施設整備事

業補助金は、畜ふんを有効活用する取り組みに対する補助で、２組合を予定しております。

事業の内容は、いずれも発酵、浄化のための施設整備や散布機械等の導入であります。 

  次の157ページ、説明欄５、経営体育成基盤整備事業の19節、経営体育成基盤整備事業負

担金は、富浦地区と飯岡西部地区のほ場整備事業の負担金でありまして、飯岡西部地区では、

補助事業の採択、県の施行決定を受けて平成22年度に行われる予定の測量や換地設計に要す

る経費6,300万円の10％を見込んでおります。 

  158ページをお開きください。 

  説明欄７、仁玉川改修事業の19節、仁玉川改修事業負担金は、築造後約30年を経て劣化の

著しい護岸擁壁の改修工事が平成22年度から実施される見込みとなったことから、事業の地

元負担分を大利根土地改良区ととともに応分に負担するものであります。なお、負担割合は、

国50％、県25％、大利根10％、市15％となっております。 

  同じページ、説明欄９、広域営農団地農道整備事業の19節、広域営農団地農道整備事業負

担金は、東総台地２期地区及び東総西部２期地区の農道整備事業に対する負担金でありまし

て、東総台地は岩井地先、東総西部は秋田地先と琴田地先で整備が実施される予定でありま

す。 

  少し飛んで162ページをお開きください。 

  水産業総務費の説明欄５、漁港改修事業の19節負担金補助及び交付金は、飯岡漁港及び栗

山川漁港における改修工事費の負担金でありまして、いずれも堆積した砂のしゅんせつ工事

が主なものであります。 

  漁港管理費の説明欄１、みなと公園管理費の下のページ、163ページの15節、植栽工事は、

みなと公園外周に設置されている花壇について、当初植えられていた植物のほとんどが枯れ

たり他の植物に負けてしまっている状況であることから、この植え替えに係る工事費を見込

んだものであります。 

  同じページ、漁港建設費の説明欄１、水産基盤整備事業の19節、地域漁港整備事業負担金
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は、飯岡漁港における外西防波堤改良工事と航路しゅんせつ事業の負担金であります。 

  以上で農水産課所管の主な事業についての説明を終わります。よろしくお願いします。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） それでは、建設課所管の予算説明を行いたいと思います。 

  178ページから土木費になります。 

  178ページから土木費になりますけれども、179ページの説明欄３と４ですが、飯岡駅、倉

橋駅の駅前広場の維持管理費で、ほとんどがトイレの維持管理費であります。 

  続きまして、180ページから181ページ、国土調査であります。これは地籍調査でありまし

て、181ページの説明欄13の委託料があります。場所は、鎌数地先を調査するものでありま

す。 

  続きまして、182ページから184ページをご覧いただきたいと思います。 

  道路橋梁総務費の説明欄１の道路橋梁事務費の委託料です。これは道路台帳の統合事業で

ございます。 

  次に、道路維持費になります。183ページの下のほうの説明欄２の緊急雇用創出ですが、

道路の草刈り用として２人を雇用するものでございます。 

  続きまして、184ページから185ページをご覧いただきたいと思います。道路維持補修です。

道路新設の事業です。 

  初めに、184ページの説明欄３、道路維持補修事業、185ページの説明欄２、道路新設改良

事業の15節に、本年度予定しております工事請負費を計上してございます。 

  次に、186ページから187ページをご覧ください。 

  初めに、186ページです。説明欄３の排水路整備事業です。これは、川向西野地区の排水

路整備事業です。22年度は、前年度の続きの410メートルの工事を行います。 

  続きまして、説明欄４の蛇園南地区流末排水整備事業です。総延長は3,400メートル、工

事は、海上野球場から海までの排水整備事業です。 

  続きまして、説明欄５、旭中央病院アクセス道整備事業です。22年度は、南北線の県道銚

子旭線から国道126号、警察署東側までの工事と、ＪＲをまたぐ橋梁上部工の工事を行いま

す。この工事が完成すれば、飯岡バイパスから川島歯科医院北側を通りまして、中央病院ヘ

リポートから国道126号までが開通し、国道、県道の渋滞緩和が図れるものと思っておりま

す。 

  続きまして、187ページ、説明欄６、飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業です。場所は、
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カインズ通りから海上野球場、還来寺西側を通り、大坂からＪＲの線路の下をトンネルで抜

いて、県道銚子旭線までの工事であります。 

  続きまして、説明欄７、南堀之内バイパス整備事業です。県道多古笹本線から県道大栄栗

源干潟線を結ぶ道路の委託料であります。 

  最後になりますが、説明欄８、防衛施設周辺民生安定事業です。22年度、塙新町区内の延

長477メートルの道路改良工事を行います。 

  以上で建設課を終わります。 

○委員長（滑川公英） ご苦労さまです。 

  都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） それでは、都市整備課所管の当初予算につきまして補足説明を

させていただきます。 

  初めに、歳入の主なものについてご説明をさせていただきます。 

  予算書の23ページをお願いいたします。 

  13款２項４目土木費国庫補助金、２節の都市計画費国庫補助金2,200万円は、袋公園の整

備に伴うものでありまして、補助率は、工事費で２分の１以内、用地費は３分の１以内でご

ざいます。 

  24ページをお願いいたします。 

  上段の４節まちづくり交付金は、説明欄１の旭駅周辺地区に4,000万円を計上しておりま

す。その内訳は、旭中央病院アクセス道に2,000万円、それから文化の杜公園整備事業に

2,000万円を予定しているものであります。 

  説明欄２の干潟駅周辺地区の2,000万円は、谷丁場遊正線でございます。 

  少し飛びまして38ページをお願いいたします。 

  上段の４目土木債、２節都市計画債には４億3,430万円を予定いたしました。その内訳は、

説明欄１、袋公園整備事業債に3,060万円、これは都市公園整備事業債であります。 

  説明欄２の文化の杜公園整備事業債４億370万円、これは合併特例債でありまして、この

２つの事業は、平成22年度が事業の最終年度となるものであります。 

  続いて、歳出について主なものをご説明いたします。 

  予算書の190ページをお願いいたします。 

  なお、平成22年度の都市計画費の総額は、このページには記載はございませんが、総額で

14億7,707万1,000円でありまして、対前年度比7.2％の減となっております。この原因は、
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各種の事業における公有財産購入費の減が主なものとなっております。 

  それでは、説明欄３の都市計画地理情報システム整備事業について申し上げます。これは

ＧＩＳと呼ばれるものでありまして、このシステムの更新整備に45万2,000円、機器の賃借

料に228万8,000円を計上しております。 

  続いて、４目の駅周辺環境施設維持管理費は、今議会で補正予算をお願いしております旭

駅と干潟駅のトイレの改築に伴う維持管理費でございます。 

  191ページの２目街路費、説明欄２の街路維持管理費は205万9,000円でありまして、13節

の街路樹の維持管理料が主なものでございます。 

  192ページをお願いいたします。 

  説明欄３の街路整備事業（谷丁場遊正線）は、２億4,778万2,000円を計上いたしました。

主なものは15節の工事請負費２億円でありまして、平成22年度はＪＲを横断する跨線橋の下

部工と道路の築造工事を行ってまいります。 

  193ページの上段、説明欄４の旭駅前広場等整備事業は2,325万円を計上しておりまして、

主なものは旭駅前線の千葉県への負担金で、その負担率は13.5％でございます。 

  194ページをお願いいたします。公園費でございます。 

  説明欄２は、公園の維持管理費に5,718万円を予定いたしました。対前年比3.8％の減であ

りまして、新年度は、仮称下宿ふれあい公園を新たに加えまして、都市整備課で所管する18

か所の市立公園の維持管理費でございます。主なものは13節の委託料でございまして、２列

目の清掃等委託料は、公園の除草や清掃などをシルバー人材センターに委託するものでござ

います。次の公園維持管理委託料は、18か所の公園について、除草や芝刈り、剪定、水利管

理等を専門業者に委託するものでございます。 

  195ページの説明欄３の緊急雇用創出公園維持管理事業297万円は、年度末に完成を予定し

ております仮称下宿ふれあい公園の維持管理につきまして、今回、国で創設されました緊急

雇用創出事業を活用するものでありまして、補助率は100％でございます。 

  説明欄４のあさひ健康パーク維持管理費は、1,263万2,000円を計上いたしました。 

  196ページをお願いいたします。 

  主なものは、上段の13節委託料1,236万7,000円でありまして、今議会に提案しております

財団法人旭市福祉協会へのパークゴルフ場の指定管理料が主なものでございます。詳しくは、

後ほど議案第35号におきましてご説明をいたします。なお、平成22年度からは、これまで一

般会計で計上しておりました維持管理費845万円につきまして、これを指定管理料に含める
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こととしたものでございます。 

  次に、説明欄の５、袋公園整備事業は、１億1,930万5,000円を予定いたしました。主なも

のは、15節工事請負費に5,200万円を予定したものでありまして、事業の最終年度を見据え

る中で、最終型を目指して整備を進めてまいります。17節の公有財産購入費の5,271万8,000

円と22節の補償金1,100万円は、これまでの契約状況を勘案いたしまして、その上限を予定

したものでございます。 

  197ページの説明欄６、文化の杜公園整備事業には４億4,765万8,000円を予定いたしまし

た。主なものは15節の工事請負費の４億円でありまして、事業の最終年度を見据える中で、

まず完成させることを念頭に置きまして、必要最小限の事業費に抑える中で予算を予定した

ものでございます。17節の公有財産購入費には4,300万7,000円を予定しておりますが、すべ

て土地開発公社からの買い戻し分でございます。 

  都市整備課所管の補足説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） ご苦労さまでした。 

  担当課の説明は終わりました。 

  議案第１号について、質疑がありましたらお願いいたします。いかがですか。 

  平野委員。 

○委員（平野忠作） それでは、何点か質問いたしたいと思います。 

  予算書の149ページ、説明欄５番の水田農業構造改革推進事業の中の飼料米の説明がござ

いました。その中で、前年度は40ヘクタール、今年度は70ということで、これで、反当あた

りでもよいですから、農家の収入はどのくらいになるものか。できれば、１キロどのくらい

で売り渡すということで。今まで旭市の売り渡し先の業者、それが分かればその辺もひとつ

お願いしたいなと。これは今後ますます増えると思われますので、我々もしっかり勉強した

いと思いますので、よろしくお願いします。 

○委員長（滑川公英） 平野委員の質疑に対し、答弁を求めます。 

  農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 飼料用米の単価と業者というお尋ねであります。まず、飼料米そ

のものの単価ですが、昨年度ですと、１キロ玄米で50円、乾燥もみで40円、生もみで30円と

いうことで実施していただきました。買い取り先ですが、一応、旭市飼料用米利用者協議会

というのがありまして、そこで間に入るということであります。その後、具体的には、市内

の畜産業者１社と１グループ、それから養鶏業者１社が去年の取得でありました。今年は、
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もう少し欲しい方が増えそうな感じが現在ございます。ただ、利用者協議会に入っていただ

いた中で、利用者協議会の皆さんの了解を得てからということでありますので、まだはっき

りとは言えない状況であります。 

  それから、実際、じゃ、飼料米を作ってどのくらいになるのかということもお尋ねだと思

いますが、例えば市の22年度予算を可決いただきますと、飼料米については、前にご説明さ

せていただきましたが、10アール１万5,000円の助成をしますということ、それから飼料用

米の種子について、10アール、やはり2,600円の助成をするということになっておりますの

で、市が１万7,600円、10アール当たりということです。県が今予算審議中で、詳しくは決

まっていないようですが、昨年と同じになりますと10アール3,000円、それから国の新たな

支援策として自給率向上事業交付金というのが10アール当たり８万円出ます。それに先ほど

申しましたキロ50円を加えた額ということで、収量がはっきり分かりませんが、仮に10俵

600キログラムとれたとすれば、販売代金が３万円ということですので、合計いたしますと

10アール13万600円になるのかなということであります。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 平野委員。 

○委員（平野忠作） この値段についてはよく分かりました。 

  問題は、私が懸念しているのは、これから先のことで、確かにこの今、売り渡し業者が２

社、あるいは今後３社、４社になるかもしれません。しかしながら、この相手方にいくのは、

多分安い価格で売却されると思いますけれども、これは、一昨年問題になりました、そうい

うのは食用米に転嫁されるとか、そのような、そういうチェック機能というのはどのような

あれで働きをかけるんですか、それとも今の段階ではどのような歯どめがかかっているので

しょうか、その点を伺います。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 飼料用米を利用する畜産農家、あるいはその買い取り業者は、農

政事務所とちゃんとした契約をするということになっておりまして、農政事務所のほうで在

庫状況等をチェックしているようであります。もし違反しますと、当然、食糧法の違反とい

うことになっていくのかなというふうに考えております。現在のところ、そういったことは

なかったと農政事務所のほうからも聞いております。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 
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○委員（髙橋利彦） それでは、192ページと194ページ、まず192ページ、説明欄３の街路整

備事業（谷丁場遊正線）です。今、今というより、２億4,700万円の予算計上になっていま

すが、そういう中で今工事が進められているわけでございますが、この利用効率というのは

どのぐらいあるものなんですかね。結局、市役所の道路までの工事なんですが、私らが見た

ら、ほとんどこれは利用がないと思うんです。むしろそれなら、上、干潟町のときはよく多

古道と言いましたけれども、多古道をずっと行きまして、あれは多古笹本線ですかね、に突

き当たるわけですね。その上ですよ、そこをむしろ東総道路まで早くつなげたほうがずっと

利用価値があると思うんですが。 

  それから、194ページ、ここに説明欄13、委託料で、公園維持管理委託料3,100万円ほど盛

ってございますが、こういうものは各課にまたがっているわけですね。造るまではいろいろ

な関係がありますからこれはやむを得ないと思うんですが、なぜこれらの公園の維持管理は

維持管理で一本化できないのか、その辺をお尋ねします。 

○委員長（滑川公英） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） お答えいたします。 

  利用効率はどうかというご質問がございました。一般的に道路を改築といいますか、現道

を拡幅したりする場合には、利用台数の調査であるとかそういったものは一般的にはなされ

るというふうに思います。ただ、この場合に、谷丁場遊正線のその国道から市役所通りまで

につきましては、新たに道路を築造するものでありまして、これは推測といいますか、予測

という段階でお答えするしかないのかもしれませんが、やはり谷丁場遊正線が、現状が

2,200メートルほど、広域農道から国道まででき上がっているわけであります。そのでき上

がった段階が今から四・五年前かと思いますけれども、そこの段階ではかなり交通量が増え

てきておりますし、また、工業団地の進出企業の方々にも非常に利便性が上がっているとい

うのは理解しております。それから一方で、国道126号というのは、イタコ自販から塵芥処

理場の交差点までのところですけれども、その辺が非常に混雑をしている状況はご案内かと

思います。そちらのほうの混雑緩和にも幾らかでも寄与するのではないのかなと。一方では、

市役所通りから完成をいたしますと、干潟支所の通りまで約５キロが一本道になりますので、

その辺の整備効果も上がるし、また利用者の方の通行も期待をできると、このように思って

おります。 

  それから２点目、194ページの公園の維持管理費の委託料でございます。各課にまたがっ

ていることの中で一本化はできないのかというご質問がありました。先ほど農水産課のほう
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でもやはり農村公園の維持管理費を計上しておりますし、私のほうでも、先ほど申しました

ように、今年度末に１つ完成をいたしまして、18か所の公園の維持管理費を計上する中で、

前年比よりも少しでも減らそうということで、予算のほうは減らしてございます。その一本

化につきましては、私ども担当課が１課だけで議論できるものではございませんので、今後、

行政改革のアクションプランを進められていく中で、それぞれの施設の統廃合とかいろんな

ことがございますので、その中の一つとしてこれが検討されていくんだろうと、このように

思っております。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） 当然、こういう公園の維持管理、これはもうこれから検討じゃなく、既

にもうやっていていいと思うんですよ。どうですかね、副市長、その辺は。 

  それとこの谷丁場遊正線ですか、むしろどちらを優先順位にして工事をやるかだと思うん

ですよ。今ごろ南堀之内線の多少の予算がついていますけれども、やっぱりこの優先順位と

いうものはあると思うんです。ですから、今、谷丁場遊正線、あれは何を目的に今造ってい

るのか。 

  まず第１に、その辺をお尋ねすると同時に、南堀之内ですか、これは今年1,000万円ほど

予算を盛ってありますが、どういう今後計画でやっていくのか、その辺をお尋ねします。 

○委員長（滑川公英） 副市長。 

○副市長（増田雅男） 私のほうから公園の維持管理の関係でございますが、髙橋議員がおっ

しゃるように、確かに一本化できれば私もいいと思っています。ただ、その中で、現在３つ

に分かれているんです、ご存知だと思いますが。都市公園と、それから児童公園と、それか

ら農村公園、この３つがあります。いずれにせよ、今、高橋議員の御指摘がありましたよう

に、これから中で、要するに行革の一つの中でその辺をいろいろ検討させていただきたいと

思います。 

○委員長（滑川公英） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） 街路の谷丁場遊正線の目的といいますか、ご質問でございます。

これにつきましては、長い年月がかかってここまで来ておりまして、私も引き継ぎを受ける

中で、もう谷丁場遊正線につきましては、まち交の干潟駅周辺地区ということで事業は始ま

っていたわけでありますけれども、先ほども申しましたように、私としては、国道126号の

交通の混雑緩和というのはまず第１にあるというふうに思います。一方ではまた、その市役
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所通りまでつながるということで、市民はやはりある程度短時間で市役所まで、あるいは公

共施設等々に来ることができるという想定をしておりますので、かなりの交通量があるので

はないかと、このように見込んでおります。 

  南堀之内線につきましては担当所管は建設課のほうになりますので、よろしくお願いいた

します。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） 南堀之内バイパスの事業についてご説明いたします。これは、委員

言われたとおり、干潟町からの懸案事項でありまして、今年度、路線測量、前年度に地域活

性化・生活対策臨時交付金事業で調査測量委託を終わっています。今年度終わりますので、

22年度には、用地交渉を行うための不動産鑑定等、物件調査などを計上してございますので、

その用地交渉の状況によって物件調査と不動産鑑定を行うような計画でおります。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） いや、副市長、ここへ児童公園だとかいろいろなのがあるのは、それは

知っていますよ。ただ、完成したらそれは関係ないと思うんですよ。関係するまでの補助金

とかそういう絡みでこういろいろやっているわけでしょう。ですから、完成したら１か所で

維持管理していいと思うんですよ。 

  それから、建設課長にお伺いしますが、ですから、多古笹本線から上ですか、東総道路ま

での延長ですね。これは完成はいつごろになるのか、ちょっとお伺いします。予定で結構で

す。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） はっきりいつということはちょっとあれですけれども、26年の補助

事業は、使えるまでには完成できればなとは思っておりますけれども。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） やはりいろいろあるでしょうけれども、やはり私は目線が違いますので、

いろいろありますけれどもね。私らから見たら、今、遊正線をやっていますね、北へ。それ

よりイタコ自販から上へ上がったほうが、あそこが完成した中でかなりの通行量になってい

ると思うんですよ。ですから、やはり現状を踏まえた中で優先順位を決めてもらいたいと思

います。 

○委員長（滑川公英） ほかに。 

  嶋田委員。 
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○委員（嶋田哲純） ちょっと２点ほどお願いします。 

  畜産振興費の156ページ、地域バイオマス利活用推進事業の１億4,740万円、これ、任意組

合と言いましたが、もし分かればそれをお願いします。 

  それと、176ページの観光費、恐らくこれ８トンというのは、長熊公園の放流のことだと

思いますが、年間、これ、どのくらい放流しますか、分かれば教えていただきたいと思いま

す。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） 長熊釣堀センターのヘラブナの放流の量でございます。８トン

を予定しております。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 地域バイオマスの任意組合ということですが、１つが倉橋堆肥組

合という名前で養豚のグループです。もう一つは、ウズラ発酵肥料生産組合でウズラのグル

ープです。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 嶋田委員。 

○委員（嶋田哲純） 観光課長、私が質問したのは、８トンというのはさっき説明があったん

だけれども、これだけで今年は終わりですか。 

○委員長（滑川公英） 商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） 年間放流量８トンでございます。 

○委員長（滑川公英） いいですか。 

  ほかに。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） 農水産課長にお聞きしたいんですけれども、産業まつり、各地区３か所

でやっていますね、海上、干潟、旭と。干潟地区と海上地区は同じなんですが、旭の予算

等々違いますけれども、何かその辺の違いというのを分かりやすくちょっとまたお願いでき

ればと思います。 

  それと、飯岡海上連絡道ですか、その辺の現地説明を受けて、ある程度は理解できるんで

すけれども、私が言ったのは、新市の建設計画にはなかったところだということが１つ。そ

れはそれとしていいとして、新市の建設計画に含まれて入っていた大坂0209ですか、その辺
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は補助金がつかないということ。それは何かの理由があるわけですよね。その辺の説明をも

う一度お願いしたいと思います。 

  それに、袋公園、公有財産購入費、当然、これは不動産鑑定を行いながら行うわけでござ

いますけれども、動産関係ありますので、これは物件調査委託料等あるんですけれども、そ

の辺に値するのかなと思いますけれども、併せまして、費用調査検証業務委託料ですか、そ

の辺、袋公園のみでなく文化の杜等にもございます。そして、文化の杜公園のほうは、私の

聞き違いかどうか分かりませんけれども、公有財産の土地購入は、これは公社持ち分を購入

すると思っていたんですけれども、その辺、もし聞き違いだったらもう修正して直したいと

思いますので、その辺の説明をもう一度お願いしたいと思います。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） ３つの産業まつりの経費に違いがあるというご指摘ですが、旭に

つきましては、合併前、緑化推進、それから健康づくりと産業まつりという３つを併せて実

施していました。そんな関係で経費が大きくなっていたということ、それから駐車場の関係

もありまして、バスを他地区より余分に走らせているとかそういったこともあり、合併前そ

れぞれ持っていた予算をなるべく引き継ぐ形、まつりの規模を縮小しないような形で実施し

てきておりますので、旭が140万円、150万円ちょっと高いというのは、従来からそのぐらい

かけてやっていたということで、今のところまだその経費については同じようにやっていま

すと、減ってこないということであります。 

○委員長（滑川公英） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） お答えいたします。 

  袋公園の13節の２点にまずお答えいたします。 

  一番下の物件調査委託料140万円でございますが、これは、22節の補償金1,100万円を計上

してございますけれども、この補償金の額を算定するために物件補償の委託をするものでご

ざいます。 

  それから、戻りまして２点目の費用調査検証業務委託料でございますけれども、ここ２年

ほど前から会計検査の中で…… 

○委員長（滑川公英） ちょっとすいません、お静かに願います。 

○都市整備課長（伊藤恒男） よろしいですか。 

○委員長（滑川公英） どうぞ。 

○都市整備課長（伊藤恒男） ２点目の費用調査検証業務委託料でございますけれども、これ
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につきましては、２年ほど前から会計検査の中で、大量に資材を購入する場合には必ず、今

までは物価本であるとか建設のマニュアルとかあったんですけれども、価格のマニュアルが

あったんですけれども、それらだけではなくて、基本的にその数量に見合った、要は購入価

格という、適正な価格を設計の中で求めろという会計検査の指示がありまして、私どものと

ころだけではなくて、やはりある程度大きな工事になってまいりますとこういったものが国

庫補助事業の中では義務づけられると、こういう状況であります。 

  それから、３点目、文化の杜の土地購入費のご質問がございましたけれども、これにつき

ましては、市の土地開発公社からの買い戻し分が全部でございます。3,105.46平方メートル

でございます。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） 農水産課長、今、答弁、確かにそのような形で理解はできるんですよ。

しかし、それが常にそういう形でやらなければならないことなのか、今後そのまま継続しな

きゃならないのか、同じような形で、補助金ですから、補助金を出せば出しただけ使います

し、なければないようにやるということは、もう、一つの補助金のシステム、補助を受けた

ほうはそういう形だと思いますので、その辺は何らかの形、どうしてもそういうものが必要

であればそれはやむを得ない話ですけれども、改善できるところであれば改善するとか、何

らかの方法をぜひこれからは考えていただきたいなと思います。かかっているものはしょう

がないわけですけれども、補助金ですからやはりその辺を考慮していただきたいと思います。 

  そうしますと、今、都市整備課長に答えていただきました中で、土地購入、不動産鑑定の

委託をしなければ、確かに補助金等々につきましては鑑定をしなきゃならないと。しかし現

実的には、すぐ隣が平米１万2,800円ですか、１万2,600円ですか、もう買っているんですよ

ね。そういう現実があるのにさらにまた不動産鑑定を、補助金ということであるからやむを

得ないということになるのか分かりませんけれども、現地で何点か抽出した際にそういった

ものは起点にならないのかという話もさせていただきましたけれども、やはり隣がそういう

もので価格が出ているんですから、不動産鑑定をしたといっても変わってこないんじゃない

かと思うんですよね、鑑定を委託した先でも。そういうことを今後、それはやむを得ないの

かなと思いますけれども、そういう疑問を持っていますので私は一応発言させていただきま

すけれども。 

  それと、土地開発公社から買う際に、ここに不動産鑑定委託料があるんですよね。文化の
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杜公園整備事業の13節委託料の中に105万5,000円。公社から買うにしても不動産鑑定を必要

とするのか。 

○委員長（滑川公英） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） お答えいたします。 

  まず、１点目の不動産鑑定、２点とも不動産鑑定でありますけれども、１点目、例えばす

ぐ隣の場合に不動産鑑定が必要なのかというご質問でございますが、この場合には、その不

動産鑑定の付記意見書という形で求めます。ですから、すべてが全部の不動産鑑定評価調書

ではなくて、その直近であり、あるいは付近、取得年月日が近い場合とかそういった場合に

つきましては、付記意見書という形で、予算的には５分の１程度で、約四・五万円程度で付

記意見書というのは付けます。会計検査につきましては、やはりすべての土地に対してそれ

が求められますので、付記意見書という形で、それにつきましては予算のほうはなるべく少

額で済ませるように努力をいたしております。ですから、今回の３月補正でもございますが、

不動産鑑定委託料の減額をしているところも、そういった付記意見書を採用して行っている

というのがあります。 

  それから、文化の杜の公社からの買い戻しに対しての不動産鑑定委託料ということでご質

問でありますが、土地開発公社につきましては、先行取得の受委託契約を結んでおりまして、

それぞれ、先日の議案質疑でも申し上げましたが、そのまちづくり交付金を有効に活用する

中でそれを充当していくということで、国庫補助金を有効に使いたいと。ただし、その国庫

補助金を使うという中で、土地開発公社からは、当時取得した、当時もう鑑定をとって取得

しているわけでありますが、それと併せて期間利息を加えまして買い戻しをするというのが

17節の公有財産購入費でありまして、それに対して今度、国庫補助対象にする場合には、改

めてその土地についての鑑定をとらなければならないと。これが国庫補助事業のルールであ

りまして、ですから、例えばの話、取得した価格に対して国庫補助対象額が少なくなってく

る場合もありますし、また、上回る場合もございます。ですから、その土地の国庫補助事業

に繰り入れたときに改めて鑑定をとってそれを補助対象額とすると、こういったルールにな

っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） 土地開発公社は、目的を持った土地を先行取得と。制限されていますよ

ね、期限、何年以内に実施しなきゃならないと。今、現実はそうでないみたいですけれども、

しかし、そういうものがあってもそういう不動産鑑定が必要になるということ、それはやむ
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を得ない話なんですか。 

  まちづくり交付金事業でこれを実施するというのは、何か我々がよく、まちづくり交付金

に交付要綱がありますけれども、いわゆるまちづくり交付金事業というのはやはり公益のた

めのと思っていたんですけれども、何かそういう意味でもなく使える。確かに見ればありま

すね、この交付要綱もありますけれども、補助率もいろいろこう違ってくる。計算方式があ

るみたいですけれども、素人の我々が見ても分かりませんけれども。そのような形の中で、

例えば、その年限はもう過ぎちゃっているということですか、逆に言えば。そういった不動

産鑑定を再度やらなければならないということ、この土地については。先行取得してあった

ものをそういった付記事項でもってはもう対象にならないと。 

○委員長（滑川公英） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） お答えいたします。 

  お話の趣旨、私もよく分かりますけれども、国庫補助の会計検査の中でのルールというの

は先ほど申し上げたところでありまして、その先行取得というのは、期間をもちろん定める

中で市と契約をするわけでありまして、土地開発公社のほうは、その中において、市として

不動産鑑定をとって公社に対して委託をしますので、その５年なら５年の期間で取得をいた

します。その取得する中で、例えば買い戻すものが３年前のものだったり、２年前のものだ

ったり、１年前のものだったりといういろいろなものございます。そういった中で、当該年

度の補助対象事業費を見きわめる中で有利に使いたいということもありますので、じゃ、こ

の中でこの部分については買い戻そうと、だんだんこれが減ってくるわけでありますけれど

も、最近の中では、文化の杜につきましては、まちづくり交付金を今直接充当しております

ので、公社の先行取得分につきましては約２年ほどたっているという状況がございまして、

ここ１年２年の間には、直接買収、一般会計で買収しておりますので、２年ぐらいたつ中で

それをまちづくり交付金対象事業に事業充当する場合には、ルールとして改めて鑑定が必要

であると、そういったことでご理解いただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） これで最後にしたいと思います。 

  極端に言っちゃえば、先行取得したのは金利もかかっていますよね。受けて、それを買う

わけですね。それは加算されているんでしょう、まず。さらに不動産鑑定をして、安くなる

のか高くなるのか。高くなることしかないんでしょう、そうしますと、取得当時から比較す
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ると。安くなるということはあり得ないでしょう、これは。もう金利分も加算されるわけで

すから。例えば1,000万円で買ったところが、金利が100万円かかったら1,100万円で買い戻

さなきゃならないわけですよ。そこで不動産鑑定をしたときに、150万円ということは出な

いでしょう。1,150万円は出ても、1,050万円なんていうことはあり得ないんでしょう、これ

は不動産鑑定したところで。 

○委員長（滑川公英） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） お答えします。 

  土地開発公社との委託契約というのは、一つのルールの中でやっております。つまり、土

地開発公社は事務手数料等は取りませんので、基本的には市からの委託に基づいて鑑定の中

で取得をしまして、当然ながら幾らかの金利がかかります。例えばその金利を含めた額が不

動産鑑定になるということではございません。取得価格プラス金利を加えた簿価と言われる

数字だと思いますが、その簿価で市が買い取ることは、市と公社のルールであります。つま

り、そうしませんと、例えば今地価が下がっておりました場合には1,100万円を下回るとい

うことはあり得ますので、そうしますと公社には逆ざやが生じてしまいますので、それを補

てんするという意味で委託契約の中で補償していると。 

  先ほど申し上げましたのは、その簿価で買い取ることがルールであって、その簿価で買い

取ったものをそのまま補助対象事業費には充てられないということなんです。改めてそこで

鑑定をとると。それが時代の中では、地価が上がっている場合には、先ほどの例を申し上げ

ますと、1,100万円で買い戻した場合に、土地が上がっている場合には1,500万円になること

もあり得ます。一方では800万円になることもあります。そういったことは先行取得の中で

の一定のリスクというのかルールになりますので、ですから、1,100万円という簿価に対し

ては、公社に対しては損害をかけることはできませんので、それは簿価で買い戻すと。それ

に対して補助対象事業費をそれに充てるということで改めて鑑定をとって、1,100万円で買

ったんだけれども950万円の補助対象事業費にすると、その根拠が鑑定であると、そういっ

たことでご理解いただきたいと思います。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） よく分からないんですよ、我々素人はね。不動産鑑定が下がった際に、

補助対象が下がっちゃうんでしょう。そういうことになっちゃうでしょう。そうすると、土

地開発公社の理事長、土地開発公社を持ったために逆になっちゃうということになるでしょ

う、もうけるわけにいかないですから、土地開発公社で。もうけるわけにいかないでしょう、
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これ。そうしますと、金利分は加算して市が買い戻す、それは分かりますけれども、不動産

鑑定をした結果、下がるということになりますと、補助対象も下がってきちゃうわけですか

ら、市としてはマイナスじゃないかと思うんですよ、我々素人考えで。ということは、土地

開発公社を持っているために、プラスになるものは何もないということじゃないですか。そ

の辺、お願いします。 

○委員長（滑川公英） 商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） 土地開発公社の話でありますので、１号議案ですが、ちょっと

お話ししたいと思います。 

  確かに土地開発公社ができたという部分については、やっぱり先行取得の利点というもの

を生かしてやるという部分の中でできたわけで、法律もやはり過去の公拡法の中で定められ

ているわけですけれども、やはり先行取得を実施する、そういう時代背景、高度成長の部分

については大いに価値があるというのは、私もそう思います。先行取得をして、これから土

地が値上がるだろうという部分を見越しながら事前に取得をしておいて、事業をやりやすく

するという部分にそのメリットの一つであるわけですけれども、確かに今お話があるとおり、

今の時代、こういう経済状況の中では土地が下がっております。ですから、下がっていると

きは逆ざやが確かに出るという部分もあり得ます。 

  ただ、その土地開発公社の目的というのは、逆ざやもこういう時代でありますけれども、

上に上がるときには逆にそれが利点になるわけですので、ただ、今の時代、今おっしゃると

おり、土地の下落という部分があるので、公社が取得したものは今度は補助事業のために取

得するんですけれども、それを補助事業に回したときに高くなっているということもあり得

る。確かにその部分はあります。ただ、行政の場合には、例えば高い土地であっても、やは

りそれが市民のため、市のために必要だという部分については買わなければならないわけで

すので、やはりそういう利点もあるというふうな中で、答えになっているかどうか分かりま

せんけれども、土地開発公社があるからその高い土地を買ってという部分ではなくて、やっ

ぱり事業に計画的にのせるためには、国も、例えば総体が１ヘクタールとした場合でも、そ

の年度年度の中で、じゃ、今年は３反歩だけ見ますよというと、やっぱり３反歩なわけであ

って、でも、そのときに言われたとき、３反歩のその土地の取得というのはできない場合も

あるわけですから、それをやっぱり事業をやりよくするという部分の中においては、ある程

度ストック的な部分も必要であるというふうに考えております。 

  以上です。 
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○委員長（滑川公英） ほかに。 

（発言する人なし） 

○委員長（滑川公英） 議案の審査は途中でありますが、ここでちょっと25分まで休憩いたし

ます。 

 

休憩 午後 ２時１３分 

 

再開 午後 ２時２５分 

 

○委員長（滑川公英） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  引き続きお願いいたします。 

  髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） それでは、157ページ、説明欄５の経営体育成基盤整備事業、この負担

金補助、これが、約2,200万円については、三川西部と富浦の補助金ということでございま

すが、民主党になってこの基盤整備の補助金がかなり減らされたわけですね。そういう中で、

特に飯岡西部の整備は学校建設を含めて同時並行みたいにやる予定なんですが、その中で、

今までの整備の説明会におきましては、あくまでも市が土地を買うということを前提にまた

受益者も進んでいると思うんですよ。そういう中で、この土地を、三川地区の土地です。非

農用地ですね。これについては公社が買うのか、市が買うのか。また、そうなりますと、萬

力Ⅱ期ですか、これも非農用地を造った中で、受益者負担を少なくするためにということで

進んでいるわけでございますが、この萬力工区、それから飯岡西部、すべてこの公社で買う

のかどうか、まずその辺、お尋ねします。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 最初に、飯岡西部ですが、これは市が買うということで進んでお

ります。 

  それから、萬力についてですが、議会でも何度かお話があったように記憶しておりますけ

れども、今回もお話ししましたとおり、非農用地の協議を進める中で、土地開発公社がある

のだから土地開発公社を間に挟んだほうが協議が整いやすいというようなお話がある中で、

実際には土地開発公社との協議がはっきりと整ったわけではないですのですが、採択を急ぐ

というところから、取りあえず土地開発公社で取得する予定ですということで、土地開発公
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社ということで進んできております。 

  その後、採択後に土地開発公社では取得できないというような申し入れをした中で、現在、

１次取得者である土地改良区から直接民間の事業者に売れないかという協議を県としており

ます。もう一つは、その買ってくれる業者を見つけて、それから協議が進むのかなというよ

うなこともあることから、この間、一般質問のときにお話ししましたとおり、促進協議会の

ようなものを工区の中で、地区の中で立ち上げて、買ってくれる業者を探そうというような

ことに今なっております。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） なぜ当初は公社が買うようになっていたのか。それと同時に、また、非

農用地、公共団体が全く関与しない中で、整理の中でですよ、民間に売れるのか、その辺を

ちょっとお尋ねします。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） なぜ公社がということは、先ほども申しましたとおり、非農用地

の協議を進める中で県のほうからそういったお話があって、旭市には土地開発公社があるよ

ねということで、土地開発公社ということが採択の段階では入っていたと。 

  それから、民間に直でという話ですが、土地改良法には公共的団体にということに創設非

農用地はなっておりますが、農水産省に確認したところによりますと、今は運用の中で直接

売ることも、その目的が農業、農村の発展に寄与するものであればということがオーケーに

なっているということで、ただ、県によっては若干取り扱いが違うので気をつけてねという

ことは言われておりますが、できることにはなっているということであります。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） じゃ、民間に直接売るということもできるわけですね。そういう中で、

最初の協議で、旭市に土地開発公社あるよねという話で進んできたということですが、旭市

の土地開発公社では、定款ではそういうことは一切できないわけですよね。最初から承知の

上でなぜそういうのを進めたのか、お答えいただきます。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） それは一般質問のときにも申しましたけれども、協議が整ってい

ない中で進んだというのは確かでありますが、そういった定款の変更ですとか議会の議決で

すとか、そういったものが必要だということも含めて予定であるということで、県のほうに
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は申し出ているということであります。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） やはり事業を進めていく中で、そういう想定は絶対あってはならないと

思うんですよ。土地開発公社の定款を変えれば、それはできるかもしれませんけれども、で

きるかできないか分からないでしょう。やはり行政が事業を進めるときには必ず、その現実

に則した、将来を見越した、そういうことはやってはならないことだと思うんですよ。その

ために、逆に今度、土地改良区域の受益者の方々ですか、これが今みんな迷っているという

のが本音なんですよ。そういう中でどういうふうに考えているのか。 

  もしこれができなかった場合、これは飯岡も含めてですよ。飯岡だって、整理の補助です

か、補助金、予算がかなり、６割以上カットされているわけですよ。そうしますと、これが

果たして採択になったら、できるかできないかも全然、皆目見当つかないでしょう。そうす

れば、当然、学校建設だってみんな狂ってきちゃうわけですよ。その辺、どう考えているの

か。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 最初に、飯岡西部のほうからお答えさせていただきます。飯岡西

部地区につきましては、地元の農業の発展のためですとか、海上蛇園地区の排水のためです

とか、土地改良事業がどうしても必要だったという前提がまずあります。そんな中で、費用

負担を下げたいという地元の思いの中で非農用地が設定されたということで、例えばその本

同意が本当にとれるのという話がありましたけれども、非農用地を設定して、それを学校に

というような計画が縦覧、公告された中で仮同意をもらっているわけでありますので、その

辺については、予定どおり進むものと、そういうふうに考えております。地元の皆さんの同

意でできた計画ですので、それが崩れることはないだろうというふうに信じております。 

  それから、萬力地区ですが、もし今のお話だと、公社があくまでも間に入らないよという

ことになったときどうするのかということでよろしいですか。今、支区の皆さん、それから

土地改良区、それから農林振興センター、一緒に入っていただいて、買ってくれる方をまず

探そうという話が始まったところであります。それがもし買ってくれる業者ができましたら、

その時点で、県も本当に土地開発公社を入れろと最後まで言うのか、それとも国は直接売っ

てもいいということに今指導がなっているそうですから、それに従って直接売れる方法で非

農用地協議の変更をしてくれるのか、その辺の決断の時期が早いときに来るんだろうなとい

うことで、もし仮に、本当に仮に、その直接はどうしても県が駄目だと言ったときには、再
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度、土地開発公社のほうにお願いせざるを得ないのかなと、そんなふうに思っています。た

だ、これは農水産サイドの考えでありますけれども、今はそんなことで、農業者の皆様とは

一生懸命やりましょうということで、やっと……、やっとと言ったら変ですね、チームワー

クがとれて、そちらに向けて進んでいるというふうに思っております。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） そうしますと、土地開発公社が最終的に買うはいいですよ。そうしたら、

そうでなくても今、土地開発公社は塩漬けの土地がたくさんあるわけですよ。金額にしたら

七・八億円あると思うんです。もう最初から知っていて塩漬けの土地を作る、要は公社に損

害をかける、最終的にはこれは市ですよね。そういうことになっちゃうと思うんですよ。 

  それから、飯岡だって、これでこれから本同意となった場合、みんな利害関係が絡むわけ

ですよ。利害関係が絡むと同時に、結局、国の予算も今までとは、自民党政権とはまるっき

り違っちゃっているわけですよね。６割以上カットされちゃっているんですよ。そうしたら、

いや、採択はなりました、いや、工事はできません、こういうことになっちゃうと思うんで

すよ。 

  課長はこの間、絶対これは、三川西部ですか、これは完全にできますとあれだけの強気の

発言をされましたけれども、もし、公社が買うはいい、しかし、よそへ売れないのを承知の

上でまた公社が買っていくのか。公社が買うということになりますと、また課長の手から離

れちゃうでしょうからね。そういうことなんですよ。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） まず、萬力で、公社が買うと塩漬けの土地というお話ですが、今、

協議会を新たに作ってもらって進めようとしていることは、進出する企業を決めてもらおう

と、そこでまず決めようと。決めた上で、そこに直接売れるのか、それとも公社が間に入ら

ないと駄目なのかの最終決断をしようということでありますので、公社が買うと、間に入る

ということになったときには、買い主が決まっているということで、またここで買い主が決

まっている土地公社がという話が出るかもしれませんが、それについては、実は県のほうに

ちょっと相談したときに、東金市で、市の方針もあるんですが、買い主の決まっている土地

を公社が造成という例もあるということではあります。 

  それから、飯岡の絶対にできるという話をしたということでありますが、答弁申し上げた

のは、そんなことにはならないと考えていますと言ったつもりでありまして、絶対できます
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というふうではなかったんじゃないかなと思っております。すみません。 

○委員長（滑川公英） ほかに。 

  平野委員。 

○委員（平野忠作） 本当に農水産課長は大変ご苦労さまですけれども、また２つばかり農水

のほうにちょっとお聞きしたいと思います。 

  新規事業の予算書の150ページ、こだわり旭ブランド創出支援事業、それともう一点、予

算書の153ページの農水産物直売施設整備事業、これについてもうちょっとお願いします。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 何度かご説明させていただきましたが、農水産物に、例えば旭市

で県内１位の生産額だよといいながらも、旭市といったらこんなのもあるねとすぐ分かって

くれるような農産物が果たしてあるかというような話の中で、市内産の農水産物にブランド

価値を与えるような、備えるような、そんな活動を農水産業者自らやってほしいというよう

な思いの中で、新たな商品開発ですとか、こんないいものだよという説明を加えながら付加

価値をつけて売るような活動ですとか、そういったものをぜひ支援していきたいという思い

でできた事業であります。例えばカタクチイワシは、県内１位どころか、もしかしたら日本

でもというようなところでもありますし、海上地区で言えばマッシュルームがあったりです

とかズッキーニがあったりですとか、珍しいものもたくさんあります。干潟八万石は、まさ

に米所であります。そのほか、旧旭地域では、キュウリにしてもトマトにしても、県内、国

内有数の生産地となっておりますが、それだけのネームバリューだったり知名度があるのか

という思いの中で、ぜひその知名度を上げるような取り組みを自らやってほしいということ

で、この事業を新たに作りました。そんなことで、農業者のグループなりが一生懸命売りに

出ると、あるいはそのＰＲ活動をすると、そういったことにぜひ手助けしていきたいと、そ

ういうものであります。 

  次に、直売所ですが、これは市長のほうからも何度もあったかと思いますけれども、同じ

ような思いとして、市内外でその旭市の農水産物が例えばこんなにとれているですとか、こ

んなにいいものがあるというのを市民にも伝えていく必要があるだろうし、そういったもの

をＰＲして、それを目当てに来てくださる方がいて初めて、活性化、あるいは観光にしても

成立していくだろうということの中で、ぜひ直売施設を造りたいという市長の思いもあり、

どんな形がいいのか、あるいはどんな人がやってくれるのか、どんな経営形態がいいのか、

そんなことも含め、当然場所もそうですけれども、そんなことを検討していきたいと、そう
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いうことであります。道の駅ですとか直売所、国内にはたくさんありますけれども、経営の

うまくいっている所、いっていない所、いろいろあります。そんなことを検討しながら、ぜ

ひ旭市には、ちゃんと売れる、ちゃんと人の集まる、そんな直売所にしたいと思いますので、

十分な検討をしていきたいと、そういうことであります。よろしくお願いします。 

○委員長（滑川公英） ほかに。 

  宮澤委員。 

○委員（宮澤芳雄） 髙橋委員の最初の質問のときに重複するので、私もお尋ねをしたかった

んですけれども、改めてご質問させていただきます。 

  土木の187ページの説明欄７番、南堀之内バイパス整備事業についてお尋ねをしたいんで

すけれども、これに関して、旧干潟町のときからかなり地元の要望が強くて、相当要望して

いたと思うんですけれども、１点お尋ねしたいのは、お答えできる範囲で結構です。現在の

着手状態といいましょうか、どのくらいまで進んでいるのか。それと、私の記憶であれば、

聞いた話では、どうも地権者との折り合いがつかないと、非常にこれがネックになっている

という話もお聞きしたんですけれども、変更の予定はあるか、これをお聞きしたいんですけ

れども。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） 現在、前年度の補助金をいただきまして、路線測量、詳細設計、土

質調査、用地測量は終わっております。それで今現在は、先ほど言いました地権者の関係で

すけれども、ご存じのように、起点と中間点と終点に同じ方が持っているんです。それで何

度か交渉はしているんですけれども、去年の暮れごろまではちょっといい状態になったんで

すけれども、11月ごろから急に態度が変わったというか状況が変わりまして、かなりのでき

ない要望が４点ほどあるんですけれども、その辺がちょっとありますので、今のところ、そ

の交渉をして、着手に向けてやりたいなと思っておりますけれども。 

○委員長（滑川公英） 宮澤委員。 

○委員（宮澤芳雄） ありがとうございます。 

  これ、髙橋委員のほうからもお話があったんですけれども、実はこの道路がどうしても必

要だと地元の要望が強いのは、この道路を通るためというよりも、東総有料道路の開通によ

って交通量がすごく増えたんです。旭の袋の十字路から東総有料に抜ける道路が非常に交通

量が多くなった。それによって、地元の交差点、要所要所の右折車の関係もあるんですけれ

ども、非常に渋滞があると。そこに小学校、中学校があって、交差点での交通事故も何点か
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起きてしまうと。こういった危険性の問題からも、地元の要望としては、一刻も早くあの道

路が完成すれば、かなり長い、確かに渋滞になる交差点もあるんです。その緩和にもなるだ

ろうと。そういったことで要望していたんですけれども、私も記憶があるんですけれども、

非常に難航しているというあれだったんですけれども、そういったこともありますので、強

く要望させてもらいますので、頑張っていただきたいと。よろしくお願いします。 

○委員長（滑川公英） 答弁はいいですか。 

  ほかに。 

  髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） 155ページ、説明欄１の一番下のほうの24番、投資及び出資金で千葉県

食肉公社に3,000万円ほど出資するようになっておりますが、これは、公社の屠殺量と事業

量が増えて、そのために整備するのに必要だからということで出資するんですか。 

  もう一点は、168ページと170ページ、説明欄、168ページの１の19です。ここに旭市土地

開発公社運営補助金98万1,000円、それから170ページの説明欄８の19で、ここに旭市土地開

発公社企業誘致促進事業補助金、こういう、名目は違いますが同じようなたぐいのものがあ

るんですが、これらは一本にできないんですかね。その辺をお尋ねします。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 食肉公社への増資の件ですが、まず最初に、千葉県食肉流通合理

化計画というのが昨年定められまして、その中で、食肉公社は、県内で屠殺場を６つにする

んだということの中で、特に旭市にある食肉公社については基幹の処理施設という位置づけ

になっております。そんな中で、現在、牛と豚を同じラインで屠殺にかけているんですが、

それを牛と豚を分けるということがその計画の中で実施しなければいけないということで、

かなりの設備投資が必要になるということで、そのときに、その例えば借入金の借りやすさ

ですとかそういったことを将来見据えた中で、ぜひとも増資が必要だというようなことで、

市で増資をしてくれないかという要望がございました。 

  これに同時にといいますか、後からでありますけれども、市内の畜産業者のそれぞれの団

体からも、食肉センターのラインを分ける近代化のための増資なので、ぜひとも市で受けて

ほしいというような要望があった中で、今回予算化したということであります。 

○委員長（滑川公英） 商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） それでは、168ページの19節の負担金補助でございますけれど

も、その中の土地開発公社の運営補助金98万1,000円、これにつきましては、今、公社の職
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員は、商工観光課の工業班と兼務で職員がいるわけですけれども、今、アクションプランの

中でも、人件費の問題、いろいろ検討している部分がありまして、公社の事務について、そ

ういう内部事務については職員でなくてもいいんじゃないかという部分がありますので、そ

ういった意味での臨時職員的な部分をある程度入れた中で、公社の内部事務を実施するとい

う部分の中で、９月以降、半年間の臨時職員の賃金の額を市から、一般会計からいただくも

のでございます。 

  それから、170ページ、この企業誘致奨励措置の助成金1,000万円、これにつきましては、

今年…… 

（「その上の100万円」の声あり） 

○商工観光課長（神原房雄） 100万円、これは、土地開発公社で企業誘致をするのに、旅費

が主なものですが、そういうものにかかる費用について、これも一般会計からいただくとい

う部分でございます。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） いいですか。 

  髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） そうしますと、食肉公社につきましては、そういうラインの変更とか何

とかということで、金がかかるから増資してくれということですね。結局、内容的にはあま

りよくないということなんですね。と同時に、じゃ、それだけの設備投資をするなら、どの

ぐらい設備投資をするのか、その辺、当然把握していると思うんですが、また、出資金の半

分は市がという話ですが、もし業者がこの出資金を受けなかった場合は、残り、どういうふ

うになるのか。 

  それから、商工観光課長、土地開発公社の今度は事務を臨時職員で云々という話ですが、

運営補助金も、それから誘致事業はだいたい同じだと思うんです。よく行政は、１つでは補

助金を出しづらいから、あっちでもこっちでも同じような補助金で目くらましをやるんです

よ。ですから、そういうことのないように、ここらは私は一本でもいいと思うんです。その

辺、どう思いますか。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 最初に、経営状況ですが、食肉公社は一応黒字で決算をしており

ます。 

  それから次に、今回の増資の原因となる事業費ということですが、総額では５か年で60億
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円程度というふうに聞いております。 

  それから、残りの400株、今回増資予定1,000株のうち600株が市で残りはということです

が、東総食肉センター（株）、それからその他一般の株主が152名いるんだそうですけれど

も、その一般の人たちにお願いするということで、果たして400株とれたのかどうかについ

ては確認をしておりません。 

○委員長（滑川公英） 商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） 168ページの確かに98万1,000円の補助金につきまして、一本で

いいんじゃないかということです。確かにその後ろのほうについては、企業誘致という事業

がございましたので、その中で企業誘致に直接かかる部分としてのものとして計上しました。

上の部分については、ほかのその人的な助成を含めた部分のところという部分の中で計上し

たという部分でありますけれども、確かに公社のほうへ運営費として出す部分でありますの

で、ここらは検討したいというふうに思います。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） 先ほど、食肉公社、60億円再投資という話ですが、こんなにかかるんで

すかね。公社ができたときだって全部で30億円くらいであったと思うんです。なぜ60億円も

かかるんですかね。その辺、詳しく説明いただきたいと思います。当然、それだけ増資して

くれということを引き受けるからには内容を把握していると思います。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） すみません、施設の詳細については聞いていないところですが、

やりたいことにつきましては、ＣＯ２排出削減工事、それから衛生対策工事、既存施設衛生

対策工事等、それから、最後のころになって輸出対応大動物等屠畜施設新設というようなこ

とで、特に大動物、牛だと思うんですが、これにつきましては、ＨＡＣＣＰというんですか、

国際的な衛生基準、そういったものをクリアした屠畜場にしたいということのようで、経費

はやはりそれなりにかかるのかなというふうに思っております。 

○委員長（滑川公英） ほかに。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） 申し訳ありません。今、髙橋委員のほうの話がございました、食肉公社

に出資金、これが市が3,000万円出資したときに、それというより今回の計画ですね、その

計画が予定どおり実現されたとき、出資割合とかありますよね。全農と市と、あとは民間で

すけれども、その辺がどのくらいの割合になるんですか。 
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○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 現在、筆頭が全農で3,600株、２番目が旭市で3,000株、以下、そ

の他ということになっておりますが、今回600株を増資しますと3,600株ということになって、

全農と並ぶということになります。全体での割合につきましては、26.6％になるのかなとい

うことであります。 

○委員長（滑川公英） そのほかございませんでしょうか。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） 市はこれだけ出しても、当然全農も出すんでしょう。全農は出ないとい

うことか、そうしますと。これ600株増えるだけ。今回、そうしますと、市だけを入れてく

ださいということなんですか。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 今回発行予定1,000株で、そのうち600株が旭市と、400株がその

他の畜産業者等ということでありまして、全農につきましては、平成17年に市に先んじて

1,800株の増資をしているということで、今回は遠慮したいということだったようでありま

す。 

○委員長（滑川公英） そのほかに。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第１号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第６号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） ご説明の前に、委員会の定刻時間に遅れまして誠に申し訳ござい

ませんでした。おわび申し上げます。 

  説明に入らせていただきます。 

  予算書425ページ、説明欄、13節委託料でございます。委託料、下水道事業計画見直し業

務委託料について説明いたします。 

  市長の施政方針で述べましたように、新たな区域拡大の認可変更は行いません。しかし、

現認可では、認可区域202ヘクタールを平成23年度までに整備することとしておりますが、

平成21年度末の整備面積が165.2ヘクタールで、残り36.8ヘクタールを平成23年度までに完

了することは極めて困難な状況でございます。そこで、整備期間を３年から４年、期間を延

伸を行う必要があります。認可変更手続きの上、県で見直しを現在進めている、下水道法に
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基づく九十九里・南房総流域別下水道整備総合計画における人口や計画汚水量等の基礎デー

タの計画値と整合を図るために見直しするものでございます。 

  また、２月18日の全員協議会でご説明しました汚水適正処理構想について説明させていた

だきます。 

  汚水適正処理構想は、国からの行政指導を受け、千葉県が策定主体者となりまして、千葉

県全域を対象として行っているものであり、その中で県下の自治体が協力を行っているもの

でございます。 

  そして、汚水適正処理構想の目的といたしましては、下水道事業、農業集落排水事業、合

併処理浄化槽整備事業等の汚水処理施設を効率的に整備するためには、各種汚水処理施設の

整備を適切な役割分担のもと計画的に実施していく必要がございます。このため、市内全域

を各種汚水処理施設の有する特性等を踏まえ、経済比較を基本としつつ、水質保全効果、汚

泥処理方法等の地域特性や地域住民の意向を考慮し、効率的かつ適正な整備手法となるよう、

集合処理とする区域─下水道、農業集落排水事業をいいます─と個別処理とする区域

─合併処理浄化槽をいいます─とに区分けを行うものであり、旭市汚水適正処理構想

の見直しにつきましては、平成20年、21年度の２か年で策定済みでございます。 

  以上、説明を終わらせていただきます。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） じゃ、お尋ねします。 

  この425ページ、説明欄１の13の委託料です。下水道事業計画見直し業務委託料216万

3,000円、この事業の見直しの策定計画、これは旭市全体なのか。簡単に聞きます。旭市全

体の見直しをするのか、下水道の。それとも、今、二百何町歩ですか、二百何町歩のうちま

だ三十何町歩仕上がらないという話ですね。いずれかの見直しなのか、その辺、まずお伺い

します。 

○委員長（滑川公英） 下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 現在事業認可を受けております202ヘクタールの区域を対象にし

て見直しを行うということでございます。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） じゃ、全体の下水道計画の見直しじゃないということですね。その部分

だけということですね。 

  この前の私らが説明を聞いたのでは、全体の事業計画がありましたので、旧１市３町のが
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ありましたので、私らはそう思っていたんですけれども、じゃ、その部分だけであれば、ま

た計画が、事業見直しの計画書ですか、できたとき、またこの建設経済常任委員会ですか、

ここに１回お示しをいただきたいと思います。 

○委員長（滑川公英） 下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 議員の意向に沿いまして承りました。 

○委員長（滑川公英） ほかに。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） 今の現認可区域だと。しかし、全体的に見直し、今、公告・縦覧してい

ますよね。その縦覧が、たしか17日までが縦覧期間だと。今、要望なり意見を求めているよ

うですけれども、まず意見、要望はないと思いますけれども、あればまたお知らせいただき

たいと思いますけれども、その辺のこれからの工程としてはどのような工程を経ていくので

すか、それをお知らせいただきたい。 

○委員長（滑川公英） 下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 縦覧につきましては、３月３日から３月17日の２週間でございま

す。そして、その期間中に意見等が仮にあれば、それを付して千葉県のほうに報告するよう

な形になっております。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） そういった意見をという話ですけれども、市民からの縦覧に基づいた意

見を求めていますけれども、例えば議会等の意見というのはそこへは入らないんですか。 

○委員長（滑川公英） 下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 議会等の意見ということでございますが、これにつきましては、

全員協議会並びに今回の常任委員会などにおいて意見をお聞きするというような機会だと私

は考えております。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） そうしますと、そういった議会なり全協での意見は取り上げてもらうと

いうことで理解していいんですか。 

○委員長（滑川公英） 下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 内容によりけりというような部分がございますが、基本的にはそ

ういうことかと考えております。 
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○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） じゃ、私、個人的な意見でも求めてもいいわけですね、意見を出しても

いいわけですから。そうしますと、一議員として、今の見直しでなく、もう少し違う見直し

をすべきじゃないかということを求めておきたいと思います。ということは、今後、そうい

った今までの計画と同じようなことでは市長もないということを言っているわけですから、

当然、我々もそういった議会に所属しているわけですので、市民よりは多少そういった部分

として聞いていると思いますので、ぜひそういうことで、一つの例えば合併浄化槽の地区と

同じような形で、もう少し計画区域を見直すという必要があるんじゃないかと思います。意

見として申し上げます。答弁はいいです。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） この計画の、結局、公告・縦覧をしてあると。ですから、200町歩、県

に申請をし、また認可された中で、残り三十何町歩ですか、これできないのに対して、何で

公告・縦覧する必要あるんですかね。普通ではそういうことないでしょう。やっぱり旧１市

３町、新旭市の、私らに渡された、赤く朱塗りした計画書がありましたね。あれだから公

告・縦覧するんじゃない。もう既に認可を受け許可されたものを何で、条件変更するからっ

てそういう住民に対して閲覧してもらう必要があるんですかね。ちょっとその辺、全然腑に

落ちないんですが。 

○委員長（滑川公英） 下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 今、縦覧中におけるその業務の策定したものにつきましては、あ

くまでも、汚水適正処理構想といいまして、旭市全体の区域を対象とした形でのものでござ

いますので、その202ヘクタールに限定したものにつきましては、いわゆるその下水道計画

の見直しにつきましては、特に縦覧というようなものはかけてございませんので、いわゆる

構想とその下水道計画とをちょっと分けて考えていただければよろしいかと私は考えており

ます。 

○委員長（滑川公英） ほかに質疑はありませんか。 

（発言する人なし） 

○委員長（滑川公英） では、特にないようですので、議案第６号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第７号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 農業集落排水事業特別会計予算につきましては、全員協議会及び
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本会議でご説明申し上げたとおりでありますので、補足する事項はありません。よろしくお

願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 質疑ございますでしょうか。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第７号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第８号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  水道課長。 

○水道課長（横山秀喜） それでは、議案第８号の補足説明をさせていただきます。 

  予算書の内容につきましては、先日の全員協議会及び本会議の補足説明で説明させていた

だいたとおりでございます。 

  ただ、１点、全員協議会のほうでも主要事業の中でご説明させていただきましたが、それ

につきまして若干、本日お配りしました説明資料、旭市水道事業配水管布設費用の負担に関

する要綱（案）の概要ということで、若干また補足させていただきたいと思います。 

  これの負担に関する要綱のまず１番、目的でございます。配水管のない場所への配水管布

設費用について、申請者と旭市の費用の負担割合を定めて施行し、水道普及の向上を図ると

しています。 

  対象ですが、専用住宅等の住居系を対象としており、宅地開発や営利目的のアパート、建

て売り住宅等は対象外といたします。 

  費用の負担ですが、費用という概念は、工事費プラス事務費でございます。事務費につき

ましては、工事費の10％。続きまして、布設延長がどういう場合対象になるかということで

すが、配水管の布設延長が10メートル以下の場合、これは今までどおり申請者の全額負担で、

旭市の負担はございません。布設延長が10メートルを超える場合、申請者の負担を軽減しよ

うという目的で、10メートル部分の全額と10メートルを超えた部分の半分、２分の１を申請

者が負担をし、市のほうにつきましては、10メートルを超えた部分の２分の１を負担という

ことになります。一つの例を申し上げますと、例えば布設管の延長が50メートルの場合、最

初の10メートルと超えた40メートルの２分の１ですので、申請者が30メートル、旭市が20メ

ートルとなります。この場合ですが、一般質問でも滑川議員よりご質問いただきましたが、

複数の申請者があった場合はどうかということですが、今のケースですと、例えば30メート

ルの場合、申請者の負担が30メートルですが、複数であれば、それをその人数で除したメー

ター数ということになります。ですので、具体的には、２軒で申請されれば15メートル、３
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軒で申請されれば10メートルといったような形になります。 

  それから、工事の発注、４番です。申請者から負担金及び給水申込納付金が納付されてか

ら市が発注するという段取りになります。 

  最後に、負担金の精算。申請者の負担金は工事設計額で納付していただきますので、工事

完了後、請負率等の差額を精算するということにしてございます。 

  以上が内容でございまして、この要綱案につきましては、旭市水道事業運営協議会のほう

に平成22年２月に諮問し、適正であるという旨の意見をいただいていることを申し添えてお

きたいと思います。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 質疑がありましたらお願いいたします。 

  髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） この配水管の布設費用の負担に係る要綱の関係でございますが、従来と

比較してどのぐらい受益者はメリットがあるのか。それで、今度の新要綱によってどのぐら

い利用者が増えるのか、その辺、計算してあればお答えいただきます。 

○委員長（滑川公英） 水道課長。 

○水道課長（横山秀喜） 受益者というか申請者のお話ですけれども、今まで原則、申請者が

配水管を布設する場合には、100％申請者負担ということです。市が発注していた工事の場

合には、そのエリア全体の例えば水圧が低下しているですとか水質に問題があるといったよ

うな場合に、ループ化工事、または管の造形工事等の工事をしていました。ですので、個人

申請の場合には全額というような形で今回ありましたので、今までの過去３年等の平均です

と、１軒当たり50メートルですとか60メートルの配水管の布設を全額個人でやっていただい

ているというようなケースもありました。相談を受けたときに、なかなか金額が高くて配水

管を布設できないというようなご相談もたびたび受けていましたので、何か方法があればな

ということで、今回の要綱負担を考えたところでございます。 

  以上でございます。 

（「新しい要綱によってどのぐらい今度は利用者が増えるのか」の声あ

り） 

○委員長（滑川公英） 水道課長。 

○水道課長（横山秀喜） 何件かということはまだ分かりません。ただ、今まで相談されたケ

ースが何件かありますので、それは今相談されて、まだ事業化に至っていないというのが、
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水道課のほうで把握しているので５件くらい持っています。 

○委員長（滑川公英） ほかには。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第８号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第10号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） 特にございません。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 嶋田委員。 

○委員（嶋田哲純） 前回の一般質問の中で向後悦世議員が、食彩の宿いいおかリニューアル

問題でまだまだ２億円ぐらいかかるという発言がありましたが、何にそんなにかかるのか、

詳しく説明をお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） ２億円の話は雑談の話でございまして、実際にはどのような

ものがかかるかということになりますと、想定できるものですけれども、まず、防水工事、

これはあくまでも私の経験上の、正式に設計したりしたわけではございませんので、その数

字についてはもう本当の参考の参考ということでお願いしたいと思います。防水が約１億円

程度、それから、サッシ等が全部古いサッシでございますので、そちらのほうは、やはり億

単位でそちらもかかるんではないかと。それから、給排水設備につきましても、これらにつ

いてもかなり老朽化が進んでいると。きょうも給湯管が破損しまして工事中なんですけれど

も、機械設備の老朽化が非常に多々あるということで、金額的にはどれくらいということに

なりますと、数億円程度は要するんではないかというふうに思われます。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 嶋田委員。 

○委員（嶋田哲純） そうすると、支配人、まだまだ給排水管でまだ数億円かかるということ

は、これは本当に相当まだまだリニューアル、直すところがあるというわけですか。 

○委員長（滑川公英） 国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） リニューアルのほうは、あくまでも外見のリニューアルをし

たということでございまして、実際に機械設備のほうについてはほとんど手がつけられてい

ないと。例えばもっと申し上げますと、エアコン等についても同様でございますし、それか

ら本年度の予算にも計上してございますけれども、ボイラーについても、20年以上のボイラ
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ーになると。それから、冷蔵庫につきましてもやはり20年以上経過しておりまして、去年も

やはり120万円程度の修繕費を要しております。 

  したがいまして、機械設備については、一昨年のリニューアル工事ではほとんど手がつけ

られていないと。要は、外見の塗装ですね、これも下処理はしてございません。したがいま

して、一昨晩の雨でもやはり雨水が漏れております。そのほか多々ありますので、ぜひご覧

になっていただきたいと思います。 

  ただ、その時点で支障のないように修繕をしておりますので、業務に支障のないようにし

ておりますので、その点につきましてはどんどんご利用いただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 嶋田委員。 

○委員（嶋田哲純） 支配人、申し訳ないですが、もう一点、食彩の宿いいおかがいいおか荘

となるのは、やはり今までのお客様…… 

（発言する人あり） 

○委員（嶋田哲純） わかりました。 

○委員長（滑川公英） ほかに。 

  伊藤委員。 

○委員（伊藤 保） 今、いいおか荘の中を見てみますと土産物がかなり置いてありますけれ

ども、この土産物の業者は何社ぐらい入っているのか１点と、それから、あれはこの間お聞

きしたところ、買い上げるという部分じゃなくてリースという形になっておりますけれども、

全部リースなのかどうか、それをちょっとお聞きしたいと思います。要するに、売れた分だ

けマージンが入るという形なのか、あとは返却できるのかどうかという部分です。それをち

ょっとお聞きします。 

○委員長（滑川公英） 国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） 業者数でございますけれども、毎日増やしておりますので、

きょうも２件ほど増やしましたので、現在25社ぐらいになっております。 

  それから、従前の土産の専門業者、これらについては従来からの方法でやっておりますけ

れども、それはうちのほうが買い取る形で、ただし、賞味期限等がございますので、期限が

来たものについては交換していただくと。それから、新たに浜辺の駅あさひとして売店のほ

うで増やしたものがやはり20社ぐらいありますので、そちらについては、５月いっぱいは販

売委託料が約20％ということでお願いをしております。ただし、市内の福祉施設等につきま
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しては、福祉施設等の製品も取り扱っておりますので、それらについては例外としておりま

す。 

  その20％の委託販売手数料というのが高いかどうかということなんですけれども、実は、

いろんな、うちのほうでイベント等を行いますと、土産物の全商品を10％割り引き等を行い

ますので、したがいまして、20％いただいているということでございます。 

  製品については、賞味期限等にかかわらず、業者のほうで責任を持ってもらうと。それか

ら、冷凍冷蔵庫等についてもすべて持ち込みで、うちのほうは一切負担をしておりません。

要するにリスクが全くないという状況で進めております。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） １つだけお聞きしたいと思いますが、一般会計からの補助金1,443万

2,000円、プールが412万2,000円ありますけれども、名称は観光拠点何とか何がしというこ

とで、1,031万円、新規で一般会計から補助金を受けるわけですけれども、その金額に対す

るやはり何かの根拠等があればお知らせ願いたいと思います。 

  そして、22年度で一般会計に、借り入れてあった2,000万円を返還するわけでございます

けれども、その辺との関係があるのかどうか。 

○委員長（滑川公英） 国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） あくまでも、この前、本会議のほうで説明いたしましたけれ

ども、1,443万2,000円の内訳は、一般会計の補助金なんですけれども、社会体育施設として

412万2,000円、これはプール修繕費等を含めて、委託料も含めてございます。それからもう

一点は、1,031万円につきましては、市のほうから現在の観光拠点施設としての補助金でご

ざいます。 

  それから、２番目の2,000万円の返還の関係ですけれども、これとは一応直接的ではない

というふうにご理解をいただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） 支配人のそこで兼ね合いがあるなんていうことだったらとんでもない話

になりますので、まずないと思います。しかし、新規事業として始まった事業ですので、何

か一般質問の中で、一時的なものであるという、新年度以降、22年度以降、23年、24年とい

う形で、考えられないと思うんですけれども、その辺は営業努力の中でカバーすることにな
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ろうかと思いますけれども、そういう形で理解しておいてよろしいんでしょうかね。 

○委員長（滑川公英） 国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） そのような形でご理解をいただきたいと思います。 

  ただ、１点、経営状況につきましては大変厳しい状況となっておりますので、ぜひご利用

をいただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） そのほかに。 

  髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） 今の問題ですが、一般会計から1,400万円ほど出ていますが、観光拠点

づくりということになれば、これは将来的にもこの補助金は一般会計から出ていくのか、そ

れと同時に、その観光拠点づくりというのはどういう事業をやっていくのか、具体的にお答

えいただきたいと思います。 

○委員長（滑川公英） 国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） １点目でございますけれども、この今回の補助金は、たしか

ご説明いたしたと思いますけれども、初めての補助金でございます。継続性につきましては、

私のほうでは、継続するかどうかというのは現時点では分かりません。 

  それから、観光拠点とはどのようなことかということでございますけれども、現状におき

ましては、いいおか荘の付近につきましてはいろいろな百選になっております。例えば日の

出百選、夕日百選、夜景百選、富士見百景、浜辺百選でございますが、というようなことで、

１階の部分でも、まさに浜辺の駅のですね、浜辺のレストラン、あるいは宿泊施設というよ

うなことで、天気のよい日ですと自然に現在でも集まってきております。きょうもかなりの

皆さんがお見えになっておりますけれども、現状においては、具体的にどのようなことかと

申しますと、現状でも、宿泊施設でありレストラン、あるいは売店等を備えております。そ

れから、トイレ、それから日帰り入浴等を備えておりますので、観光拠点の施設としては、

どれをとっても当てはまるんではないかというふうに、どれを整備しても私のほうは理解し

ておりますけれども。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 髙橋委員。 

○委員（髙橋利彦） いずれにしても、観光拠点づくりであれば、これは１年だけじゃ困ると

思うんです。本来なら補助金として。それで、こういう観光地は当然のことで、それらがあ
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って当然なんです。それが付加価値だと思うんですよ。ですから、これだけの1,000万円か

らの補助金をせっかく市から出してもらうんですから、有効活用していただきたいと思いま

す。 

○委員長（滑川公英） ほかには。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） じゃ、特にないようですので、議案第10号の質疑を終わります。 

  議案の審査は途中ですが、ここで40分まで休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時３０分 

 

再開 午後 ３時４０分 

 

○委員長（滑川公英） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  では、続いて、議案第11号中の所管事項について、担当課より補足して説明がありました

らお願いいたします。 

  農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 議案第11号、平成21年度旭市一般会計補正予算のうち農水産課所

管の主な事業についてご説明申し上げます。 

  初めに、繰越明許費の補正について申し上げます。補正予算書の６ページをお開きくださ

い。 

  ６款１項農業費の中で記載の３事業について繰り越させていただくものであります。 

  農業振興事務費の664万2,000円は、平成19年度から進めてまいりました農業振興地域整備

計画の全体見直しに係る策定支援業務委託に要する費用を繰り越すものでありまして、事前

協議が延びたことにより、委託した業務のうち計画策定後の印刷業務等が未完了となるため

繰り越すものであります。 

  ２番目の経営構造対策事業の4,179万円は、萬力Ⅱ期の土地改良事業区域内で実施してい

る三軒家ライスセンターの乾燥調整貯蔵施設が、用地の手当て等で予定外の時間を要し、年

度内に竣工できなくなったため繰り越すものであります。 

  ３番目の保安林植栽事業1,100万円は、今回の補正できめ細かな臨時交付金を活用して計

上させていただいた飯岡地先の防風柵設置工事について、その全額を繰り越すものでありま
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す。 

  次に、歳出についてご説明いたします。22ページをお開きください。 

  １項３目農業振興費、経営構造対策事業の減は、予定していた三軒家ライスセンターの入

札、契約の結果、事業費が減となったため、差額を補正するものであります。 

  ４目畜産振興費、地域バイオマス利活用推進事業の減は、応募していた組合の一つから、

経済情勢及び生産環境の変化から事業を辞退したい旨の申し出があったことによるものであ

ります。 

  23ページ、５目農地費、広域農業基盤整備事業の増は、県事業で実施している６つの土地

改良事業と鏑木川の改修事業について事業費の変更があったことによるものであります。 

  以上で農水産課関係は終わります。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） それでは、議案第11号について補足説明を行います。 

  初めに、６ページをお願いいたします。 

  第２表、繰越明許費の８款２項について説明いたします。 

  道路維持補修事業、交通安全施設補修事業、橋梁維持補修事業は、国の第二次補正予算、

地域活性化・きめ細かな臨時交付金に基づく３事業で、補正予算成立後の事業実施となるた

め、年度内の発注ができないためです。 

  次に、新設改良事業とＨ－１－002号線の交通安全施設整備事業です。物件移転等につい

て不測の日数を要したためです。 

  次に、蛇園南地区流末排水整備事業、飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業、旭中央病院ア

クセス道整備事業については、関係機関との協議に不測の日数を要したため繰り越すもので

ございます。 

  次に、24ページから25ページをご覧ください。 

  初めに、道路維持費の説明欄１の道路維持補修事業です。これは、国の第二次補正予算に

関する事業で、老朽化した舗装や破損した道路の維持補修をするために調査、設計、工事を

行うものです。 

  次に、説明欄２の交通安全施設維持補修事業も、国の第二次補正予算に関する事業で、市

内の交通安全施設の整備等を行うものです。 

  次に、新設改良費の説明欄１の旭中央病院アクセス道整備事業です。工事請負費の執行残

と用地購入費及び補償費の減額を行うものです。 
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  次に、説明欄２、飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業は、調査・設計委託料の執行残を減

額するものです。 

  次に、25ページをお願いいたします。 

  橋梁維持費の説明欄１の橋梁維持補修事業です。これも国の第二次補正予算に関する事業

で、老朽化した橋梁の補強工事を行うための調査・設計の委託料と工事費であります。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） 都市整備課所管の補正予算につきまして補足説明をさせていた

だきます。若干長くなりますが、ご了承をお願いいたします。 

  初めに、補正予算書の６ページをお願いいたします。 

  第２表の繰越明許費の追加についてご説明をいたします。 

  ８款３項都市計画費におきまして、６つの事業を繰り越すものでございます。 

  １点目は、都市計画マスタープラン策定事業772万8,000円でございます。この事業は平成

19年度から３か年計画で進めてきたものでありまして、今年度は最終年度となるわけであり

ますが、これまで市民の代表等で構成される策定委員会並びに都市計画審議会におきまして

基本方針についてご意見をいただいてまいりまして、マスタープランの策定作業は終了した

んですが、今後の都市計画変更に向けた都市計画原案等の作成作業に遅れが生じる見込みと

なりましたので、出来高部分を差し引いた額を翌年度に繰り越すものでございます。 

  ２点目の駅周辺環境整備事業、３点目の旭駅前広場等整備事業、４点目の干潟駅前広場整

備事業は関連がございますので、併せてご説明させていただきます。２点目の駅周辺環境整

備事業は、ＪＲ旭駅と干潟駅のトイレを改築するものでありまして、国の二次補正予算によ

るきめ細かな臨時交付金を活用して整備を予定するものでありまして、その全額を繰り越す

ものであります。３点目と４点目は、２点目で申し上げました２つの駅の改築に伴う実施設

計料の負担金でありまして、これまでＪＲ千葉支社と協議を進めてまいりましたが、トイレ

の詳細等について協議に時間を要しましたので、その全額を繰り越すものでございます。 

  ５点目は、袋公園整備事業1,327万9,000円の繰り越しであります。本年度の当初予算にお

きましては、国庫補助事業として3,000万円の工事費と国庫補助金として1,500万円を予定し

ておりましたが、工事の入札を執行した結果、補助対象事業費の3,000万円を大幅に下回る

結果となりまして、結果として国庫補助金を受けられない状況になりました。そこで、この

間、国、県、当局に対しまして、補助金の獲得に向けて再三にわたって協議を行ってまいり
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ました結果、平成22年度が事業認可の最終年度となりますので、この際、本年度の執行残と

なった事業費と国庫補助金500万円を合わせて翌年度に繰り越すことによりまして、本年度

分の国庫補助金枠の総額1,500万円を確保できる見込みとなりましたので、翌年度に繰り越

すものであります。 

  最後に、６点目の海岸環境整備事業につきましては、矢指川周辺の海岸にトイレを設置す

るものでありまして、きめ細かな臨時交付金を活用して整備を予定し、その全額を繰り越す

ものでございます。 

  続いて、歳入について申し上げます。13ページをお願いいたします。 

  15款２項１目１節の土地売払収入は、1,234万円であります。この土地の売り払いは、旭

駅前広場内の地権者１名が旭駅東側の市有地に移転していただくことが決まりましたので、

その代替地として譲渡したものでございます。面積は200平方メートル、単価は６万1,700円、

平方メートル当たりでございます。 

  続いて、歳出について申し上げます。25ページをお願いいたします。 

  初めに、８款３項１目都市計画総務費について申し上げます。 

  今回の補正は、説明欄１、駅周辺環境整備事業に7,404万2,000円を追加するものでありま

して、先ほど繰越明許費でご説明をいたしましたが、旭駅と干潟駅のトイレをそれぞれ改築

するものであります。また、その整備はＪＲ千葉支社に委託するものでございます。 

  次に、都市計画費の２目街路費について申し上げます。 

  説明欄１、街路整備事業（谷丁場遊正線）は、5,200万円の減額補正であります。当初予

算において工事を予定した箇所の用地が取得できませんでしたので、今回減額補正をお願い

するものでございます。 

  次に、説明欄２、旭駅前広場等整備事業でございますが、この事業は旭駅東側に通路を整

備しているものでありまして、これまで県警や旭警察署等と道路の計画について協議を進め

てまいりました。その結果、車や歩行者の安全な動線を確保するためには、ＪＲ用地を取り

込んだ道路計画が必要であるとの指導を受けましたので、この間、ＪＲ側と協議を行いまし

て、今般補正をお願いすることとしたものでございます。土地購入費は575万1,000円であり

まして、面積は159.75平方メートル、単価は１平方メートル当たり３万6,000円を予定して

ございます。 

  次に、説明欄３、干潟駅前広場整備事業は、387万円の減額補正でございます。この事業

は、平成20年度予算におきまして基本設計を実施し、本年度は実施設計等の予算をいただい
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ていたものでございます。この駅前広場の整備については、より実現性のある計画とするた

めに、実施設計を発注する前にあらかじめ事業の具現性について検討を行うことといたしま

した。この間、基本設計をベースにいたしまして、職員が自ら作成した計画案を基に、県警

をはじめ県当局と交通規制や補助採択の両面から幾度となく協議を進めてきたところであり

ますが、現状の形態では、道路法に示される構造基準等を満たすことができず、また、奥行

きが狭いために整備効果についても多くは期待できないこと、さらには、一番重要となる補

助事業にも該当はしないという指導を受けたものでありまして、また、実際に整備を行う場

合にはＪＲ用地を取得しなければならないために、事業費ベースでは約１億円の事業費が必

要となってくると。こういう状況の中で、この際、いま一度、財源等も含めてしっかりと検

討を行うことが望ましいと考えまして、実施設計の執行を見送ることとしたものでございま

す。 

  次に、26ページをお願いいたします。 

  ４目公園費であります。 

  説明欄１、文化の杜公園整備事業7,421万5,000円の減額は、工事請負費をはじめとする予

算の執行残を減額するものであります。なお、19節の負担金補助及び交付金の転用決済金の

増は、当初の予定より用地取得が進んだことにより、予算に不足を生じたものでございます。 

  都市整備課からは以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 質疑に入ります。 

  質疑ございませんか。 

  宮澤委員。 

○委員（宮澤芳雄） １点お伺いします。 

  22ページの６款４目畜産振興費の地域バイオマス利活用推進事業、このマイナス分という

のは、例の補助金をいただいたふん尿の処理の施設でしょうか、お伺いします。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 先ほども申し上げましたとおり、前年度、補助事業を受けて事業

を実施したいと言って手を挙げておりました組合のうち１つが、経済状況がどうも今の時点

では新たな投資はできないということで、いわゆる手をおろしたということで、その予定し

ていた事業費すべてを減額するものであります。 

○委員長（滑川公英） 宮澤委員。 

○委員（宮澤芳雄） ありがとうございます。私の記憶のとおりでありました。 
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  完成度は、もうすべて終わりましたでしょうか。そのほかの、残りじゃなくてやめなかっ

た部分の。お願いします。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 今月終わる予定で、今、最後の詰めをしているところであります。 

○委員長（滑川公英） 宮澤委員。 

○委員（宮澤芳雄） ありがとうございました。 

○委員長（滑川公英） ほかにございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第11号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第14号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 本議会で補足説明をいたしました以上にはございません。よろし

くお願いします。 

○委員長（滑川公英） 質疑がありましたらお願いいたします。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第14号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第15号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  水道課長。 

○水道課長（横山秀喜） それでは、議案第15号の補足説明をさせていただきます。 

  お配りの資料の旭市議会建設経済常任委員会説明資料ということで、公的資金補償金免除

繰上償還に係る平成21年度公営企業経営健全化計画をご用意いただきたいと思います。 

  今回の補正予算につきましては、一番大きな目的は、この繰上償還に係る補正予算をする

ということです。ほかの補正項目につきましては、この際ということで、補助金の確定した

もの、それとか工事、修繕費、それらの確定したものについて整理をしたというのが主なも

のになりますが、中心は繰上償還に係るものということになります。 

  この経営健全化計画ですが、昨年も同時期に３月の補正予算にて20年度分の公営企業経営

健全化計画ということでご説明させていただきました。これにつきましては、免除繰上償還

に係るものについては、この計画を作って議会に報告し、市民に報告しなさいというような

ことになっています。 

  １枚めくっていただきまして、健全化計画の概要ということでここにポイントだけ記載し
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てございます。それを朗読させていただきたいと思います。 

  平成21年度に実施する「公的資金補償金免除繰上償還」にあたり、平成20年度の公営企業

経営健全化計画の内容に追加して、総務大臣及び財務大臣に対し申請したところ、平成21年

11月に承認を受けましたので報告いたします。 

  「公的資金補償金免除繰上償還」は、公的資金を繰上償還するにあたり提出する「公営企

業経営健全化計画」の内容が、総務大臣及び財務大臣から、「当該地方公共団体の行財政改

革に資するものであると認められる場合」において承認され、平成19年度から平成21年度の

３か年度に限り、「補償金なし」で公的資金の繰上償還及び借換ができるものです。 

  本市におきましては、既に、総務大臣及び財務大臣から承認を受け、平成19年度に旧公営

企業金融公庫資金2,435万4,491円の繰上償還及び2,420万円の借換を実施し、平成20年度に

旧公営企業金融公庫資金280万5,799円の繰上償還、旧資金運用部資金７億7,455万8,299円の

繰上償還及び７億7,450万円の民間資金への借換を実施したところでありますが、平成21年

度に償還予定の、年利５％以上の「旧資金運用部資金の対象残債分」５億4,024万2,335円に

対する繰上償還及び５億4,010万円の借換の承認を追加して受けましたので報告するもので

す。 

  これが、計画を策定するに至った概要でございます。 

  内容ですが、下の記のところを見ていただきたいんですが、３年間の借り換えをした部分

が表になってございます。結果的に、右側で、軽減される利子ということで載っています。

参考までに説明させていただきますと、19年度は111万947円、これも借り換えていますので、

確定です。ちなみに、借り換えた利息は2.4％でした。20年度につきましては、１億6,860万

6,634円、これは、千葉銀のほうから７億7,450万円を一括で借りまして、利息が0.639％で

した。今年度、21年度ですが、当初予算のところに当初予定しましたのが１億954万9,977円、

今回補正させていただきたい金額が、国のほうに承認をいただきましたので、５億4,024万

2,335円を追加するというもので、合計で６億4,960万円、これを借り換えする補正の内容に

なっています。見込みですが、まだこれから借りるというようなことから、仮に借り換えの

利息を１％と見込んだ場合の仮算定で、効果としては9,172万6,237円の利息が軽減される予

定でございます。 

  次ページ以降につきましては、これの追加した分につきまして数字が変わる部分が、去年

の計画と変わったということで、説明のほうは省略させていただきます。 

  ただし、注意していただきたいのは、この計画を策定したのが19年度です。ですので、記
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載されています19年度から21年度の予算等の数値につきましては、実際の決算数値、予算数

値には訂正してございませんので、数字が違っていることを申し添えたいと思います。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） では、議案第15号についての質疑を求めます。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） よろしいでしょうか。 

  特にないようですので、議案第15号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第26号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  都市整備課長。 

○都市整備課長（伊藤恒男） 本会議で補足説明をした以外に説明はございませんので、よろ

しくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 質疑は。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第26号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第28号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） 特にございません。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） いかがでしょうか。 

  嶋田委員。 

○委員（嶋田哲純） 先ほどは失礼しました。 

  食彩の宿いいおかを「食彩の宿いいおか荘」に改めるのはどういうわけで、もし分かれば

お願いします。 

○委員長（滑川公英） 国民宿舎支配人。 

○国民宿舎支配人（堀川茂博） 補足説明でも申し上げましたけれども、以前の名称変更を踏

まえながら、施設の呼びやすさや親しみやすさを考慮して、要は現在の食彩の宿いいおかに

「荘」を加えるものでございます。これにつきましては、現在の名称ですと簡単に呼べない

と、これは委員会での意見でございますけれども、食彩の宿いいおかは長過ぎると。じゃ、

省略しますと飯岡の市民が、いいおかへ行ってきたでは、これでは通じませんので、従来の

名前で簡単に呼べるようにいいおか荘というふうに改めると。 

  ただ、以前は漢字でございましたけれども、平仮名のまま、ですから現状の看板等につき
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ましても、荘を加えるだけで修正もかなうと。やはりいいおか荘というのは、国民宿舎とし

ては非常にブランドとなっておりまして、リピーター客が非常に多いと。名称を変更したこ

とによってリピーター客が施設を誤りやすいというようないろんなご意見の中から、委員会

のほうも再三の審議を重ねた結果、荘を加えるのが適正であろうということで、費用につき

ましてもほとんどかからないということで、ご理解をいただきました。 

  ちょうど名称の変更については、一昨年の１月に変えたわけですけれども、応募者数は

333人で、件数としては356件ございました。その中に、従来の名前の飯岡荘というのが14件

もございました。さらには、荘という名前が使われたのも88件もございました。現在の食彩

の宿いいおかというのは、ストレートで名称が応募者に的中したものはございません。いろ

んな経緯があって名称変更されたわけですけれども、その経緯も踏まえた上で、先ほど言い

ましたように、呼びやすさ、親しみやすさを早い時点で取り戻そうという理由でございます。 

  以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 嶋田委員。 

○委員（嶋田哲純） 私も、いいおか荘が呼びやすくて親しみやすい名前だと思います。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） ほかには。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） では、特にないようですので、議案第28号の質疑を終わります。 

  続いて、議案第32号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） 今回の土地開発公社の定款の変更につきましては、本会議でも

申し上げましたけれども、土地開発公社の透明性の確保の観点から、キャッシュフロー計算

書の様式を付け加えると、様式をつけなさいという部分の改正でございます。これが平成17

年１月21日付で改正されてなぜ今かということにつきましては、経過措置がございまして、

当分の間は従来のままでよろしいという部分がございました。しかしながら、相当程度の期

間が経過しているということでありまして、平成21年度の決算から実施に移すことというふ

うになりましたので、21年の決算を今作りますので、今回提案したものでございます。 

  それから、資産の部分ですが、基本財産及び運用財産というふうにございます。これにつ

きましても、運用財産につきましては、基本財産以外のものをいうというふうになっており

まして、土地開発公社の場合、運用財産は必ずしも必要ではないということの中において、
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現実に運用財産のある土地開発公社はほとんどないということから、現実に即して運用財産

の表記を削除するものでございます。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 質疑ございませんでしょうか。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） 定款の改正については、より分かりやすくということになるためにやる

と思います。しかし、先ほど１号、一般会計の中で議論させていただきましたけれども、や

はり土地開発公社業務方法書等の縛りがあるわけでございまして、今、先ほども、時代背景

等を含めますとどうなのかと、土地開発公社が必要なのかということもありますし、ここに

先行取得をする理由があるわけですよね、原則としておおむね５年以内に当該土地に係る公

共施設等の整備事務を具体化することであることとか、それから事業計画の遵守において、

取得する土地は当該取得の年度から10年以内に買い取られることが確実であること。そうし

ますと、今、現実的にはそのような形でいっていないんじゃないかと思います。かなり古い

土地もあるようでございますので、やはりその定款変更は、これはそれでいいとしましても、

将来を考えたときには、やはり土地開発公社そのものを考える必要があるんじゃないかなと

思いますが、その辺は副市長のほうがいいかなと思いますけれども。 

○委員長（滑川公英） 商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） 土地開発公社の問題でございますけれども、今、確かに今おっ

しゃったように、５年以内という部分が基本的にございます。ですから、文化の杜、谷丁場

遊正線等々につきましては、すべて５年以内で一般会計に買い戻していただいております。

それ以前の土地は確かにございます。土地開発公社の意義という部分でございますけれども、

土地開発公社につきましては、当然、公拡法の趣旨に沿って作ったものでありまして、公共

用地を効果的に取得できることを目的に設置するという部分でございまして、過去におきま

しても土地開発公社につきましては、事業の円滑化と事業の抑制という２つの役割は担って

きたというふうに思っております。 

  土地開発公社につきましては、公拡法が47年にできまして、その中で、そのときに応じて

旭市開発振興公社という部分を48年に作りました。その後に、今度は56年に土地開発公社を

設立したわけでございますけれども、56年に土地開発公社を設立しまして、57年に鎌数工業

団地のＢ地区の造成を行ったわけでございます。これは、57年から61年３月まで、旭市の発

展のために企業誘致は必要だという部分の中で、土地開発公社を設立しまして、Ｂ地区に工
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業団地を造ったという部分もございます。 

  そこで、現在、こういう経済状況の中で、あまり必要ではないのではないかということで

ございますけれども、私からそのことについて直接お答えはできませんけれども、従前の公

社のメリットという部分についてちょっとお話をしたいと思います。 

  まず、公社につきましては、民間の金融機関から自由に資金が借り入れできると。これは

一般会計ではできませんけれども、公社は事業目的の中で自由にできるという部分もござい

ます。 

  それから、公共用地先行取得事業債という部分も、確かに先行取得する場合の一般会計で

持つ場合もございますけれども、この事業債では十分に措置できない長期にわたる先行取得

も可能であるという部分の中で、土地開発公社が必要だという部分でもあると思います。 

  それから、あくまでも事業目的という部分はございますけれども、用途が未確定の土地に

つきましても将来の事業のために確保しておくことができるという部分で、一般的には、事

業の施行に伴って、値上がりする前の取得が可能だという部分もメリットでございます。 

  それから、代替地の問題ですけれども、公社の場合は代替地の取得も確保できると。です

から、事業予定地の周辺の土地も取得することができますし、周辺の地域整備、開発の利益

の吸収もしやすいというメリットもあるのかなと。そういう部分が、メリットの中で考えら

れるという部分だと思います。 

  そこで、先ほど議員からもお話がございましたけれども、地価の高騰、バブル経済の場合

には、当然、その価値が見出されているわけですけれども、現在、土地のほうは下落傾向と

いう部分もあって、ようやく落ちついてきたのかなという状況であります。確かにこのよう

に地価が下落を続けていきますと、土地を先行取得するという部分については、高い土地を

事前取得するということもあり得ます。そうなりますと、事業費の抑制という目的にはそぐ

わないという部分も出てきます。しかし、旭市が市民のために公共事業を実行するためには、

たとえ取得費が高かったとしましても、事業の円滑な推進を実現するためには、必要となる

事業用地を事前購入しておく必要性は否めないというふうに考えております。 

  現在におきましても土地開発公社は、公共事業の円滑な推進に寄与するという使命は失っ

てはいないではないかなというふうに担当は考えます。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） 今までは、そういった十分役目は目的に達してきたと思うんです。しか
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し、そういったものが、例えば開発公社がなかった場合には何もできないのかというと、そ

うではないでしょうから、その辺を含めて、これからのものを考えたときにはどうなのかな

と。 

  例えば千葉県内に開発公社等の数、すべてが開発公社を持っているわけじゃないんですよ

ね、隣の銚子市は持っていない。そのようなことを考えて、だから銚子市の場合には何もで

きないかということではないと思いますので、役目は役目なりに達したときには、再度、や

はり行政のスリム化ということを考えたときには、いろいろな面で議論しながら検証し、そ

して、必要であれば継続するし、この辺を見直すべきであろうということなら見直しが必要

じゃないかなと思いますので、今、課長のほうでは多分答弁は難しいということですので、

副市長、その辺のお考えをお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 副市長。 

○副市長（増田雅男） 貴重なご意見ありがとうございます。また、開発公社の理事会等の中

でも、こういう意見がありましたということを報告させていただき、また検討していきたい

と思います。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） そのほかに質疑は。 

（発言する人なし） 

○委員長（滑川公英） では、特にないようですので、議案第32号の質疑を終わります。 

  ここで地方自治法第117条の規定により、議案第35号に関係いたします髙橋利彦委員、日

下昭治委員の退室を求めます。 

  しばらく休憩いたします。そのまま自席でお待ちください。 

 

休憩 午後 ４時１８分 

（髙橋利彦委員、日下昭治委員退室） 

再開 午後 ４時１８分 

 

○委員長（滑川公英） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  引き続き議案の審査を行います。 

  議案第35号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 

  都市整備課長。 
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○都市整備課長（伊藤恒男） 議案第35号につきまして補足をさせていただきます。 

  内容は、指定管理者を継続して旭市福祉協会に指定しようとするものでございますが、平

成22年度から指定管理料を改めることといたしました。 

  その内容は、これまでパークゴルフ場施設本体に係る維持管理費につきまして、一般会計

において毎年約845万円ほどの予算を計上しておりました。この際、この維持管理費を指定

管理料に上乗せすることとしたものでございます。 

  その内容でありますが、平成20年度決算におきまして、予想を大幅に上回る利用者があっ

たことから、約806万8,000円の繰り入れがあったものでございます。また、本年度におきま

しても、平成20年度と比較しますと現時点におきまして月平均で約600人の利用増となって

おります。ちなみに平成20年度は、月平均2,364人でありました。これは９か月間でありま

す。21年度が2,991人という状況になっておりまして、約600人の利用増となっております。

つまり、平成21年度の決算におきましても同額程度の繰り入れが見込まれるところでござい

ますので、また、指定管理者選定委員会におきまして審査をいただいた際にも、この際、指

定管理料に維持管理経費を上乗せすることが適当ではないのかと、こういうご意見をいただ

いたところでございます。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 担当課の説明は終わりました。 

  質疑ございましたらよろしくお願いいたします。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第35号の質疑を終わります。 

  ここで髙橋利彦委員、日下昭治委員の入室を求めます。 

  しばらく休憩いたします。そのまま自席でお待ちください。 

 

休憩 午後 ４時２０分 

（髙橋利彦委員、日下昭治委員入室） 

再開 午後 ４時２０分 

 

○委員長（滑川公英） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  引き続き議案の審査を行います。 

  議案第36号について、担当課より補足して説明がありましたらお願いいたします。 
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  建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） 本会議で説明したとおりですので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 質疑がありましたらお願いいたします。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） １点お聞きしておきたいなと思いますけれども、これは市道認定、変更

ということですけれども、今、中央病院アクセス道を工事していますけれども、あそこの市

道は認定されているんですか。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） 認定されております。 

（「何号ですか。バイパス、国道の所」の声あり） 

○建設課長（北村豪輔） はい、01－032です。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） それと、飯岡海上連絡道の件ですけれども、地域活力基盤創造交付金事

業ということで計画が出ましたが、当初、ちょっと私は勘違いしているか分かりませんけれ

ども、２つの事業で説明があったんじゃないかなと思いますが、それはなかったですか。最

初からこの一本の事業でしたっけ。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） 最初は２つの事業で要望していたんですけれども、道整備交付金と

いうのが廃止になりましたので、一本の事業になりました。 

（「道……」の声あり） 

○建設課長（北村豪輔） はい、道整備交付金という事業で、２本に分けて要望していたんで

すけれども、道整備交付金事業が廃止になりましたので、地域活力基盤創造交付金事業で一

本になりました。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） 道整備交付金事業は、全くもうないということですか。でも、ここの事

業に関してはないということになるのか、それともその事業そのものが国で廃止されちゃっ

たということ。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） 取りあえず旭地区に関してはそれはないということで、あと銚子市

か何か該当するものがあるみたいですけれども、これから継続して何年かでやると、すぐ終
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わる、２年ぐらいで終わるという事業であれば、継続して道整備交付金事業があるんですけ

れども、この事業は26年までかかりますので、新たな申請に関してはなくて、この道整備交

付金事業に代わりまして、地域活力基盤創造交付金事業でという形になっております。 

○委員長（滑川公英） 日下委員。 

○委員（日下昭治） 確かに短期で、２年か３年ですか、この道整備事業交付金、長期にわた

るものには該当しないということになるわけですね。なくなったんじゃなくて該当しないと。

分かりました。 

○委員長（滑川公英） ほかに質疑は。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） そっち側のほうに集中していて申し訳ありません。 

  それと、今、その道路を認定する際、全くない所を認定するわけですよね。田んぼなり宅

地もあろうかと思います。例えばそういう所を認定した際に、例えば買収等の予定地として

買収されちゃえば、それはそれでそこで異動はないわけですけれども、そうでなく、全くな

い所を認定して、地権者に同意を得られない、また、個人の持ち物ですから同意を得られな

いとか、その辺はどういう対処をするんですかね。例えば代執行なんていうのもありますけ

れども。 

○委員長（滑川公英） 建設課長。 

○建設課長（北村豪輔） 取りあえず認定するには、まず税の控除が該当いたしますので、税

の控除を受けるには路線認定をしなければなりませんので、ですから、その例えば認定して

買えないとかという場合もあるかもしれませんけれども、例えば起点と終点を認定して、そ

の中で動くということになりますので、それは大丈夫だと思います。 

○委員長（滑川公英） いかがでしょうか。 

（「なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、議案第36号の質疑を終わります。 

  以上で、付託議案についての質疑は終わります。 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

議案の採決 

○委員長（滑川公英） これより討論を省略して、議案の採決をいたします。 
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  議案第１号、平成22年度旭市一般会計予算の議決についてのうち本委員会所管事項につい

て、賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 賛成多数。 

  よって、議案第１号は原案のとおり可決されました。 

  議案第６号、平成22年度旭市下水道事業特別会計予算の議決について、賛成の方の起立を

求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 賛成少数。 

  改めて採決いたします。 

  否決とするに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 可否同数。 

  可否同数であります。よって、旭市議会委員会条例第17条の規定により、委員長において

本件に対する可否を裁決いたします。 

  議案第６号について、委員長は否決と裁決いたします。 

  議案第７号、平成22年度旭市農業集落排水事業特別会計予算の議決について、賛成の方の

起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第７号は原案のとおり可決されました。 

  議案第８号、平成22年度旭市水道事業会計予算の議決について、賛成の方の起立を求めま

す。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第８号は原案のとおり可決されました。 

  議案第10号、平成22年度旭市国民宿舎事業会計予算の議決について、賛成の方の起立を求

めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 
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  よって、議案第10号は原案のとおり可決されました。 

  議案第11号、平成21年度旭市一般会計補正予算の議決についてのうち本委員会所管事項に

ついて、賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第11号は原案のとおり可決されました。 

  議案第14号、平成21年度旭市下水道事業特別会計補正予算の議決について、賛成の方の起

立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第14号は原案のとおり可決されました。 

  議案第15号、平成21年度旭市水道事業会計補正予算の議決について、賛成の方の起立を求

めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第15号は原案のとおり可決されました。 

  議案第26号、旭市立公園条例の一部を改正する条例の制定について、賛成の方の起立を求

めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第26号は原案のとおり可決されました。 

  議案第28号、旭市国民宿舎事業の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定

について、賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第28号は原案のとおり可決されました。 

  議案第32号、旭市土地開発公社定款の変更について、賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第32号は原案のとおり可決されました。 
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  ここで地方自治法第117条の規定により、議案第35号に関係いたします髙橋利彦委員、日

下昭治委員の退室を求めます。 

（髙橋利彦委員、日下昭治委員退室） 

○委員長（滑川公英） 引き続き議案の採決をいたします。 

  議案第35号、指定管理者の指定について、賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第35号は原案のとおり可決されました。 

  ここで髙橋利彦委員、日下昭治委員の入室を求めます。しばらくお待ちください。 

（髙橋利彦委員、日下昭治委員入室） 

○委員長（滑川公英） 引き続き議案の採決をいたします。 

  議案第36号、市道路線の認定、廃止及び変更について、賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、議案第36号は原案のとおり可決されました。 

  以上で本委員会に付託された議案の審査は終了いたしました。 

  なお、委員長報告につきましては、委員長に一任願いたいと思いますが、これにご異議あ

りませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） ご異議ないようでございますので、委員長報告は委員長一任とさせて

いただきます。 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

所管事項の報告 

○委員長（滑川公英） 次に、所管事項の報告に入ります。 

  報告がある所管課は随時報告をしてください。 

  商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） それでは、所管の報告をいたします。 

  長熊釣堀センターにつきましてちょっとお話ししたいと思います。 
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  昨年４月に新装になりまして、入場者につきましては大変ご心配をおかけしましたけれど

も、最近は良型のヘラブナがよく釣れまして、大勢の釣り客でにぎわっております。順調に

推移しているというところでございます。 

  ２月末現在の入り込み数につきましては１万1,903人、19年度に比較しますと、3,913人、

48.97％の増というふうになっております。当然、使用料につきましても、２月末現在で

1,188万3,000円、19年度は１年間で870万円でしたので、かなりの使用料の増額になってお

ります。 

  平成22年度につきましても、４月１日に１周年記念の無料開放を実施する予定でおります。

今後も春秋の釣り大会等のイベントを予定しております。県内外から多くの釣り客を迎える

よう努めてまいります。 

  また、将来的な釣堀センターの管理でございますが、指定管理者制度を含めた民間委託に

つきまして引き続き検討していきたいと考えております。 

  そのほか、恒例となっております袋公園の桜まつりにつきましては、４月３日にイベント

を実施いたします。よろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） 農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 農水産課からは、米の戸別所得補償制度についてご報告いたしま

す。 

  皆さんもご存じだとは思うんですが、マスコミでは、10アール当たり１万5,000円が補償

されると、そのことばかりが広まってしまっている感があるんですが、概要についてもう少

し詳しくお話し申し上げます。 

  仮に１町歩の農家があったといたします。この戸別所得補償制度は、生産数量目標に従っ

て生産するということが条件となっておりますので、仮に減反しなければいけない面積が４

反歩あったと、主食用の米を作れる面積が６反歩だったとしますと、主食用の米を６反歩作

ってもらいます。残りの４反歩については、例えば飼料米でもいいですし、ホールクロップ

でもいいですし、そういった自給率向上になるような作物を作っていただくと。そうした場

合に、主食用の米を作った６反歩、これのうち自家消費及び縁故で消費するだろう10アール

分を差し引いた50アール、５反歩分について、10アール１万5,000円の補償をするという制

度であります。そういった意味で言いますと、例えば１町歩の農家だったら、１万5,000円

だから15万円くれるのかという話になるんですが、そうではないということはご理解いただ
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きたいと思います。 

  ただ、今申し上げました、その主食用を６反歩作り、減反分の４反歩を仮に旭市で飼料用

米を作ったとしますと、農家手取りの部分は、１町歩全部主食用の米を作って、仮に１万

3,000円ぐらいの値段で売ったということにしますと、全部主食用の米を作って売ったのに

比べて、生産数量目標に従って生産して一部を飼料米ですとかを作った農家と収入を比べる

と、非常にざっくりとした計算にはなりますけれども、約１町歩で10万円強の所得差が出る

と、所得補償制度に乗ったほうが１町歩で10万円ぐらいの増収になるという制度であります。 

  もし市民の方々、農業者の方々からお尋ねがありましたら、そういった概略をお話しいた

だきまして、詳しくは農水産課のほうへというふうにご案内いただきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

○委員長（滑川公英） 下水道課長。 

○下水道課長（佐藤邦雄） 下水道課からは、平成21年度に発注いたしました面整備工事の進

捗状況についてご報告いたします。 

  平成21年度に発注いたしました、ニ袋地区周辺8.9ヘクタールの面整備工事につきまして

は、３月25日工期で順調に進捗しており、３月末には新たな供用開始区域となります。新た

な供用開始区域につきましては、３月１日号の広報あさひに掲載し周知を図っているところ

であり、また、職員による戸別訪問や指定工事店等を通じた普及促進を図ってまいります。 

  下水道課からの報告事項は以上でございます。 

○委員長（滑川公英） 何か聞きたいことがありましたら。 

（発言する人なし） 

○委員長（滑川公英） では、特にないようでございますので、所管事項の報告を終わります。 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

陳情の審査 

○委員長（滑川公英） 次に、陳情の審査を行います。 

  商工観光課、農水産課以外は退室してください。ご苦労さまでした。 

  しばらく休憩いたします。 

 

休憩 午後 ４時３２分 
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再開 午後 ４時３３分 

 

○委員長（滑川公英） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  去る３月４日の本会議におきまして、本委員会に付託されました陳情は、陳情第２号、最

低賃金法の抜本改正と安定雇用の創出、中小企業支援策の拡充・強化を求める陳情、陳情第

４号、食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、食品表示制度の抜本改正につ

いて国への意見書提出を求める陳情の２件であります。 

  これより、付託陳情の審査を行います。 

  初めに、商工観光課より参考意見がありましたら、お願いいたします。 

  商工観光課長。 

○商工観光課長（神原房雄） 最低賃金につきましては、国の制度として最低賃金法に基づき

決定しているものでございまして、私のほうからは、最低賃金の状況についてお話をいたし

ます。 

  最低賃金につきましては、厚生労働省が都道府県におきます審議会、地方最低賃金審議会

の答申を受けまして、毎年10月ごろに改定しているものでございます。 

  21年度の千葉県の最低賃金につきましては、時間728円、この額は47都道府県の中では７

番目に高い額となっております。ちなみに、１位は東京で791円、２位は神奈川で789円、３

位は大阪で762円、４位が埼玉で735円、最低額につきましては、佐賀、長崎、宮崎、沖縄で

629円というふうになっておりますので、千葉県については高い賃金というふうになってお

ります。 

  728円の根拠でございますけれども、この根拠につきましては、数式を当てはめるという

ものではありませんで、中央最低賃金審議会の目安、それから各種統計資料、それから賃金

審議会の中の労働者、使用者、公益代表者の話し合いで決めているということでございます。 

  また、最低賃金の決定については、20年７月の最低賃金法の改正の中で、労働者が健康で

文化的な最低限度の生活を営むことができるよう、生活保護に係る施策との整合性にも配慮

するということになっておりまして、これらも考慮した中で、昨年度の723円に５円をプラ

スして728円というふうになったものでございます。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） どうもありがとうございました。 
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  それでは、審査をお願いいたします。 

  伊藤委員。 

○委員（伊藤 保） 今、この不景気の中で、政府がまだ景気対策を示していません。その中

で、この不景気の中で、企業の経営体力が非常に弱まっている中で、時給1,000円というの

はどうかと思います。 

  それと、この時給1,000円になると生活保護者の基本のお金のほうも上がってきますので、

国にはお金がないという状況の中で、かなり財政が苦しくなるものと思いますので、私は反

対をいたします。 

○委員長（滑川公英） いかがでしょうか。 

（発言する人なし） 

○委員長（滑川公英） 特にないようですので、陳情第２号の審査を終わります。 

  続いて、陳情第４号について、農水産課より参考意見がありましたらお願いいたします。 

  農水産課長。 

○農水産課長（林 清明） 提出されました、食品表示制度の抜本改正についての国への意見

書提出を求める陳情についてご報告申し上げます。 

  まず、食品表示に関する法律は、食品衛生法、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に

関する法律、いわゆるＪＡＳ法、それから不当景品類及び不当表示防止法、計量法、健康増

進法、薬事法、これら６つの法律が関連すると思われます。その中で今回の陳情に中心的に

関係するのは、食品衛生法とＪＡＳ法の２本と考えられます。 

  これらの法律で規制されている事項、表示が義務づけられているものにつきましては、原

産地表示につきましては、キノコですとかもち、あるいはフライ類等のもので20品目と、そ

れ以前、従前から表示が義務づけられていた、ウナギですとかカツオの削り節ですとかの４

品目、計24の加工食品について義務づけられているということであります。 

  それから、遺伝子組み換え食品の表示、これも義務づけられているものは、大豆、トウモ

ロコシ、菜種、バレイショ等の作物を使った加工食品ということで、おおむね30種類強の加

工食品について義務づけられているということであります。 

  クローン由来につきましては、今のところ義務づけられているものがないということだそ

うであります。 

  今回の陳情につきましては、この原産地表示を全加工食品に広げようと、それから、遺伝

子組み換えにつきましても、全食品、さらに、その遺伝子組み換え飼料で作った畜産物を使

－66－ 



った加工食品、これもその表示を義務づけようというもの、それから、クローンについても

すべて表示を義務づけたいということだそうです。 

  これらの表示の義務づけが、旭市の生産農家、農水産課の立場で言いますと、生産農家に

どのような影響をもたらすかということについてはなかなか予測のつかないところですが、

考えられるデメリットとしては、栽培履歴、いわゆるトレーサビリティの保存が長期化し、

生産作業と関係のない事務作業が増えるということが考えられます。また、事務が苦手だっ

たりパソコンが使えない農業者にとっては、加工業者に販売するという選択肢がなくなるか

もしれません。一方でメリットとしては、原産地の表示をすることによりまして、外国産の

原材料を使った加工食品の売上げが落ちるということが考えられ、結果として国内産の農畜

産物の需要が増えるという可能性も考えられます。 

  ただ、農水産業と関係のない、仕入れ先が一定しない中小の加工業者、これにとっては、

例えばパッキングですとか表示方法について工夫が必要となりますので、かなりの経費増に

なると思われます。 

  以上です。 

○委員長（滑川公英） どうもありがとうございました。 

  審査、いかがでしょうか。 

（「休憩」の声あり） 

○委員長（滑川公英） では、休憩いたします。しばらくお待ちください。 

 

休憩 午後 ４時４０分 

 

再開 午後 ４時４０分 

 

○委員長（滑川公英） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  特にないようですので、陳情第４号の審査を終わります。 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

陳情の採決 

○委員長（滑川公英） 討論を省略して採決をいたします。 
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  陳情第２号、最低賃金法の抜本改正と安定雇用の創出、中小企業支援策の拡充・強化を求

める陳情について、採択とするに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 賛成者なし。 

  改めて採決いたします。 

  不採択とするに賛成の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、陳情第２号は不採択と決しました。 

  陳情第４号、食料の自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、食品表示制度の抜本

改正について国への意見書提出を求める陳情について、採択とするに賛成の方の起立を求め

ます。 

（賛成者起立） 

○委員長（滑川公英） 全員賛成。 

  よって、陳情第４号は採択と決しました。 

  以上で本委員会に付託されました陳情の審査は終了いたしました。 

  なお、委員長報告につきましては委員長に一任願いたいと思います。これに異議ありませ

んか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） ご異議がないようでございますので、委員長報告は委員長一任とさせ

ていただきます。どうもありがとうございました。 

  執行部はどうもありがとうございました。 

（執行部退席） 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

意見書案の説明 

○委員長（滑川公英） 続きまして、ただいま採択と決しました陳情が本会議で採択された場

合、意見書提出に伴う発議案を提案することになりますので、事前に準備をいたしたいと思

います。 

－68－ 



  事務局、意見書案を配布してください。 

（意見書案配布） 

○委員長（滑川公英） それでは、陳情第４号の意見書案についてご協議をお願いしたいと思

います。 

  事務局より説明をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○事務局長（加瀬寿一） 陳情第４号の意見書案についてご説明いたします。座ったままで説

明させていただきます。 

  ただいまお手元に配布いたしました、自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、食

品表示制度の抜本改正を求める意見書案をご覧いただきたいと思います。 

  この意見書案を朗読して、説明に代えさせていただきます。 

  自給力向上と、食の安全・安心の回復に向けて、食品表示制度の抜本改正を求める意見書

（案） 

  繰り返される加工食品原料の産地偽装事件や毒物混入事件を受けて、多くの消費者が食の

安全・安心のために国産食品を求め、自給力向上を望んでいます。そのため、冷凍食品原料

をはじめとする加工食品の原料原産地の表示義務化を願っています。 

  また、多くの消費者がその安全性などに不安を抱き、「遺伝子組み換え（ＧＭ）食品を食

べたくない」と考えているにも関わらず、現在の表示制度の欠陥によって、そうとは知らず

に食べ続けています。 

  さらに、食品安全委員会では、異常の多発原因について何の解明もしないまま「安全」と

性急に評価し、体細胞クローン由来食品の商品化が間近に迫ってきました。受精卵クローン

由来食品はすでに任意表示で流通を始めていますが、多くの消費者は安全性などに不安を抱

き、「クローン由来食品を食べたくない」と考えています。 

  いまこそ、いのちの基本となる食料の自給力向上、食の安全・安心の回復のために、食品

のトレーサビリティとそれに基づく表示制度の抜本的な見直しが必要です。消費者が知る権

利に基づいて、買う、買わないを自ら決めることのできる社会の実現をめざし、食品表示制

度の抜本改正を求めます。 

  一、加工食品の原料のトレーサビリティと原料原産地の表示を義務化すること。 

  一、遺伝子組み換え食品・飼料の表示を義務化すること。 

  一、クローン家畜由来食品の表示を義務化すること。 

  以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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  平成22年３月、千葉県旭市議会。 

  内閣総理大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、衆議院議長、参議院議長あ

て。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○委員長（滑川公英） 事務局の説明は終わりました。 

  それでは、ご協議をお願いいたします。 

  ご意見がございましたらよろしくお願いいたします。 

  日下委員。 

○委員（日下昭治） この案をそのままでよろしいかと思いますけれども。 

○委員長（滑川公英） どうもありがとうございました。 

（発言する人なし） 

○委員長（滑川公英） 特にないようでございますので、陳情第４号、自給力向上と、食の安

全・安心の回復に向けて、食品表示制度の抜本改正を求める意見書は、原案のとおりにする

ことでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） ご異議がないようでございますので、本意見書は原案のとおり準備を

進めたいと思います。 

  なお、意見書の提出に伴う発議案の提出者につきましては、委員長名で議長に提出いたし

たいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

閉会中の所管事務調査申出書の件 

○委員長（滑川公英） 次に、１点ご協議をお願いしたいと思います。 

  案件については、当委員会の行政視察等についての手続きについてであります。 

  来年度、平成22年度からとなりますが、委員会の行政視察については、補助金から費用弁

償で対応することに伴いまして、本会議において、委員会の閉会中の継続調査とする旨の議

決をいただく必要がございます。 

  理由については、委員会の開催は、原則、議会の会期中に開会できるものとなっておりま

す。当然、視察は閉会中に開催することになりますので、委員会が閉会中に開催できる手続
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きが必要となってくるものであります。また、委員会として所管事務に関する視察となれば、

万が一災害が生じても、公務災害とすることが可能となってくるものであります。 

  このことから、皆様のご理解を得た後、議長に閉会中に開催できるよう申し出を行い、本

会議で所要の手続きをお願いするものでございます。 

  それでは、お手元に配布いたしました申出書案をご覧いただきたいと思いますが、調査事

項については、地方自治法第109条第４項で規定されております常任委員会の部門に属する

事務に関する事項とされるもので、２枚目になりますが、委員会条例第２条の別表の所管事

務となるものであります。 

  それでは、この申出書を議長に提出してよろしいかご確認をしたいと思います。いかがで

しょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○委員長（滑川公英） ご異議がないようでございますので、そのようにさせていただきます。 

  林議長、よろしくお願いいたします。 

 

  ──────────────────────────────────────────────   

 

○委員長（滑川公英） それでは、以上をもちまして、本委員会を閉会といたします。 

  長い間どうもご苦労さまでございました。 

 

閉会 午後 ５時１２分 

 



 

旭市議会委員会条例第３０条第１項の規定により署名する。 

 

 

 

           旭市議会建設経済常任委員会委員長  滑 川 公 英 
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